
日
本
の
国
債
は
本
当
に
大
丈
夫
か

中

島

将

隆

は
じ
め
に

皆
さ
ん
、
こ
ん
に
ち
は
。

伝
統
あ
る
証
券
セ
ミ
ナ
ー
で
報
告
す
る
機
会
を
与
え
て

い
た
だ
き
ま
し
て
、
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

今
日
は
、
最
近
、
考
え
続
け
て
い
る
問
題
に
つ
い
て
報

告
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
、
皆
さ
ん
の
ご
意
見
を
頂
け
れ
ば

と
思
い
ま
す
。

テ
ー
マ
は
、
日
本
の
国
債
は
本
当
に
大
丈
夫
だ
ろ
う

か
、
と
い
う
問
題
で
す
。
こ
の
数
年
、
国
債
発
行
額
が
税

収
を
大
幅
に
上
回
る
、
と
い
う
異
常
な
状
態
が
続
い
て
い

ま
す
。
昨
年
度
の
一
般
会
計
税
収
は
三
十
九
・
六
兆
円
、

新
規
国
債
発
行
額
は
四
十
四
・
三
兆
円
、
今
年
度
の
予
算

も
税
収
は
四
〇
・
九
兆
円
、
国
債
発
行
額
は
四
十
四
・
三

兆
円
が
予
定
さ
れ
、
国
債
発
行
額
が
税
収
を
上
回
っ
て
い

ま
す
。
そ
の
上
、
こ
う
し
た
異
常
な
状
態
を
改
革
す
る
財

政
再
建
の
道
筋
が
見
え
ま
せ
ん
。

こ
の
た
め
、
今
年
の
一
月
に
は
、
Ｃ
Ｄ
Ｓ
市
場
で
日
本

国
債
の
保
証
料
が
急
騰
い
た
し
ま
し
た
。
一
月
末
に
は
、

格
付
会
社
の
Ｓ
＆
Ｐ
が
日
本
の
国
債
の
格
付
を
引
き
下

げ
、
続
い
て
二
月
に
は
、
ム
ー
デ
ィ
ー
ズ
は
国
債
の
格
付

─ 1 ─



の
引
き
下
げ
を
検
討
し
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、
去
年
の
六
月
に
は
、
Ｇ

ト
ロ
ン
ト
・
サ
ミ
ッ

20

ト
で
、
財
政
再
建
の
目
標
を
設
け
、
先
進
国
は
二
〇
一
三

年
ま
で
に
財
政
赤
字
を
半
減
す
る
、
二
〇
一
六
年
ま
で
に

は
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
・
バ
ラ
ン
ス
を
回
復
す
る
、
と
宣
言
し

ま
し
た
。
と
こ
ろ
が
日
本
は
例
外
扱
い
で
、
日
本
の
財
政

は
最
悪
だ
か
ら
も
う
少
し
先
で
よ
ろ
し
い
、
タ
イ
ム
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
に
は
載
せ
ま
せ
ん
、
と
い
う
扱
い
に
な
り
ま
し

た
。こ

う
し
た
経
緯
を
み
ま
す
と
、
日
本
の
国
債
は
本
当
に

大
丈
夫
だ
ろ
う
か
、
ギ
リ
シ
ャ
国
債
や
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
国

債
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
国
債
の
よ
う
に
大
暴
落
す
る
こ
と
は
無

い
だ
ろ
う
か
、
と
い
う
疑
問
が
出
て
き
ま
す
。

こ
の
問
題
を
考
え
る
場
合
、
単
に
目
先
の
変
化
だ
け
に

目
を
奪
わ
れ
る
こ
と
な
く
、
な
ぜ
短
期
間
に
巨
額
の
国
債

が
増
発
さ
れ
た
の
か
、
な
ぜ
財
政
規
律
失
わ
れ
た
の
か
、

根
底
に
あ
る
日
本
の
財
政
構
造
に
関
わ
る
問
題
を
考
え
る

こ
と
が
重
要
だ
と
思
い
ま
す
。
全
体
の
大
き
な
枠
組
み
の

中
で
、
考
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
、
ま
ず
、
日

本
の
政
府
債
務
は
何
時
か
ら
世
界
最
悪
と
な
っ
た
か
、
い

ま
一
度
、
振
り
返
っ
て
み
た
い
。
次
に
、
財
政
悪
化
を
招

い
た
原
因
は
財
政
構
造
に
あ
る
わ
け
で
、
こ
の
間
の
歳
出

構
造
と
歳
入
構
造
を
分
析
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
な
ぜ
国

債
が
増
発
さ
れ
た
の
か
、
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
平
和
時
に
巨
額
の
国
債
が
継
続
し
て
発
行
さ
れ
る
と

い
う
こ
と
は
、
財
政
規
律
が
失
わ
れ
た
結
果
で
す
。
な
ぜ

財
政
規
律
が
失
わ
れ
た
の
か
、
財
政
規
律
を
喪
失
し
た
根

本
原
因
は
何
か
、
を
考
え
て
み
た
い
。
そ
の
次
に
、
財
政

危
機
が
叫
ば
れ
、
国
債
の
格
付
が
引
き
下
げ
ら
れ
て
も
、

今
日
ま
で
の
と
こ
ろ
、
日
本
の
国
債
市
場
は
安
定
的
に
推

移
し
て
い
ま
す
。
な
ぜ
国
債
市
場
は
安
定
的
推
移
を
保
っ

て
い
る
の
だ
ろ
う
か
、
様
々
な
要
因
を
吟
味
し
て
み
た

い
。
日
本
の
国
債
は
本
当
に
大
丈
夫
か
、
こ
の
テ
ー
マ

は
、
以
上
の
諸
問
題
を
検
討
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
答
え
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が
出
て
く
る
の
で
は
な
い
か
、
と
思
い
ま
す
。

一
、
政
府
債
務
の
推
移
と
特
徴

⑴

赤
字
国
債
発
行
の
再
開
と
特
徴

国
債
の
歴
史
を
振
り
返
っ
て
み
ま
す
と
、
赤
字
国
債
が

本
格
的
に
発
行
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
昭
和
五
〇
年

度
か
ら
で
し
た
。
建
設
国
債
が
限
度
一
杯
ま
で
発
行
さ
れ

た
後
、
不
足
す
る
財
政
資
金
を
赤
字
国
債
発
行
で
補
填
す

る
わ
け
で
す
が
、
図
表
１
で
国
債
発
行
額
に
占
め
る
赤
字

国
債
の
比
率
を
見
ま
す
と
、
昭
和
五
十
五
年
度
に
は
五

〇
・
九
％
と
な
り
ま
し
た
。
赤
字
国
債
の
増
発
が
続
き
、

こ
の
た
め
赤
字
国
債
依
存
体
制
か
ら
脱
却
す
る
こ
と
が
財

政
の
中
期
的
目
標
と
な
り
ま
し
た
。
そ
し
て
、
昭
和
六
十

五
年
︵
平
成
二
年
︶
ま
で
に
赤
字
国
債
か
ら
脱
却
す
る
、

い
わ
ゆ
る
﹁
六
十
五
年
目
標
﹂
が
定
め
ら
れ
、
赤
字
国
債

発
行
額
を
削
減
す
る
努
力
が
続
け
ら
れ
ま
し
た
。

﹁
六
十
五
年
目
標
﹂
は
、
平
成
二
年
、
つ
い
に
実
現
し

ま
し
た
。
平
成
二
年
度
の
当
初
予
算
で
は
赤
字
国
債
は
ゼ

ロ
と
な
っ
た
の
で
す
。
年
度
途
中
で
湾
岸
戦
争
負
担
金
を

調
達
す
る
た
め
赤
字
国
債
が
発
行
さ
れ
ま
し
た
が
、
平
成

三
年
度
か
ら
五
年
度
ま
で
、
赤
字
国
債
発
行
は
ゼ
ロ
と
な

り
、
赤
字
国
債
依
存
体
制
か
ら
脱
却
す
る
こ
と
が
で
き
た

わ
け
で
す
。

と
こ
ろ
が
、
平
成
六
年
度
か
ら
赤
字
国
債
が
再
び
発
行

さ
れ
ま
す
。
平
成
六
年
度
に
は
減
税
特
例
国
債
と
震
災
特

例
国
債
が
発
行
さ
れ
ま
し
た
。
震
災
特
例
国
債
は
一
度
き

り
で
す
が
、
減
税
特
例
国
債
は
平
成
七
年
度
、
八
年
度
と

引
き
続
き
発
行
さ
れ
ま
す
。
減
税
特
例
国
債
や
震
災
特
例

国
債
は
、
名
前
は
違
い
ま
す
が
、
い
ず
れ
も
赤
字
国
債
で

す
。
赤
字
国
債
依
存
体
制
か
ら
脱
却
し
た
の
も
つ
か
の

間
、
再
び
、
赤
字
国
債
が
発
行
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し

た
。赤

字
国
債
が
大
量
、
か
つ
、
無
制
限
に
発
行
さ
れ
る
よ

日本の国債は本当に大丈夫か
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（注１） 公債依存度は，公債発行額／一般会計歳出額。

（注２） 平成21年度の発行額（実績），国債依存度は補正予算，平成22年度は全て当初予算。

（注３） 平成２年度赤字国債発行額9689億円は，湾岸戦争負担金の臨時特別公債金分。

〔出所〕 財務省資料，『日本の財政（平成22年度版）』東洋経済新報社等より作成。

財務省「日本国債ガイドブック」（2004）44頁

http://www.mof.go.jp/budget/fiscal_condition/basic_data/201011/sy2211f.pdf

図表１ 新規国債発行額・国債依存度・赤字国債比率の推移
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減税特例国債



う
に
な
っ
た
の
は
、
平
成
一
〇
年
度
か
ら
で
し
た
。
図
表

１
で
み
ま
す
よ
う
に
、
平
成
一
〇
年
度
の
赤
字
国
債
発
行

額
は
十
七
兆
円
、
前
年
度
の
二
倍
と
急
膨
張
し
て
い
ま

す
。
赤
字
国
債
発
行
比
率
は
五
〇
％
と
な
り
、
こ
れ
は
昭

和
五
十
五
年
度
の
ピ
ー
ク
と
同
じ
水
準
で
す
。
平
成
一
〇

年
度
か
ら
、
事
実
上
、
赤
字
国
債
は
無
制
限
に
発
行
さ
れ

る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
赤
字
国
債
発
行
比
率
は
年
々
増

え
続
け
、
平
成
二
十
二
年
度
に
は
八
十
五
・
七
％
と
な

り
、
赤
字
国
債
が
圧
倒
的
比
率
を
占
め
る
よ
う
に
な
り
ま

し
た
。

昭
和
五
〇
年
代
は
国
債
大
量
発
行
の
時
代
と
言
わ
れ
て

き
ま
し
た
が
、
平
成
一
〇
年
度
以
降
の
国
債
発
行
を
み
る

と
、
昭
和
五
〇
年
代
と
は
全
く
異
な
る
多
く
の
特
徴
が
あ

り
ま
す
。
ま
ず
、
国
債
発
行
額
が
桁
外
れ
巨
額
だ
と
言
う

点
で
す
。
昭
和
五
〇
年
代
の
発
行
額
の
ピ
ー
ク
は
五
十
五

年
度
で
十
四
兆
円
で
す
が
、
平
成
一
〇
年
度
の
発
行
額
は

二
倍
強
の
三
十
四
兆
円
、
平
成
二
十
二
年
度
に
は
四
十
四

兆
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
次
に
、
昭
和
五
〇
年
代
の
発
行

額
は
五
十
五
年
度
を
ピ
ー
ク
に
し
て
減
額
し
て
い
き
ま
す

が
、
平
成
一
〇
年
度
以
降
は
果
て
し
な
く
増
加
の
一
途
を

辿
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
国
債
依
存
度
も
昭
和
五
十

五
年
度
は
三
十
二
・
六
％
で
し
た
が
、
平
成
一
〇
年
度
は

四
〇
％
、
平
成
二
十
二
年
度
は
実
に
四
十
八
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。

国
債
発
行
額
、
国
債
依
存
度
、
赤
字
国
債
発
行
比
率
、

こ
の
何
れ
の
数
字
を
み
て
も
昭
和
五
〇
年
代
と
は
比
較
に

な
ら
な
い
高
い
水
準
で
す
。
昭
和
五
〇
年
代
は
国
債
大
量

発
行
の
時
代
と
言
わ
れ
て
き
ま
し
た
が
、
平
成
一
〇
年
度

以
降
の
数
字
を
み
ま
す
と
、
も
う
適
切
な
表
現
が
見
当
た

り
ま
せ
ん
。
平
成
一
〇
年
度
以
降
は
、
国
債
無
制
限
発
行

時
代
、
と
言
え
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

⑵

国
債
残
高
の
激
増

国
債
の
発
行
額
が
増
加
し
て
い
き
ま
す
と
、
国
債
発
行

日本の国債は本当に大丈夫か

─ 5 ─



残
高
も
飛
躍
的
に
増
加
し
て
い
き
ま
す
。
図
表
２
は
、
戦

後
の
日
本
で
長
期
国
債
の
発
行
が
始
ま
っ
た
昭
和
四
〇
年

度
か
ら
今
日
ま
で
、
こ
の
間
の
発
行
残
高
の
推
移
、
そ
れ

と
、
国
債
費
の
推
移
を
一
覧
し
た
も
の
で
す
。
図
表
２
を

み
る
時
、
留
意
し
て
い
た
だ
き
た
い
点
が
あ
り
ま
す
。
図

表
１
の
国
債
発
行
額
は
一
般
会
計
で
新
規
に
発
行
さ
れ
る

普
通
国
債
で
し
た
が
、
図
表
２
の
国
債
発
行
額
は
、
新
規

債
と
借
換
債
、
財
投
債
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。
国
債
は
六

〇
年
償
還
ル
ー
ル
で
借
換
ら
れ
ま
す
か
ら
、
今
日
で
は
、

借
換
債
が
新
規
債
の
数
倍
の
規
模
に
な
っ
て
い
ま
す
。
ま

た
、
財
投
債
は
政
府
が
元
利
償
還
を
保
証
す
る
国
債
で
す

が
、
統
計
の
上
で
は
普
通
国
債
に
含
め
ま
せ
ん
。
こ
の
た

め
、
財
投
債
は
国
債
発
行
残
高
に
は
含
ま
れ
て
い
ま
せ

ん
。
財
投
債
を
含
め
る
と
、
国
債
発
行
残
高
は
、
図
表
２

よ
り
更
に
増
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

国
債
発
行
残
高
の
推
移
を
み
ま
す
と
、
昭
和
五
十
八
年

に
は
一
〇
〇
兆
円
を
超
え
ま
し
た
。
こ
の
年
、﹁
国
債
一

〇
〇
兆
円
時
代
に
突
入
﹂
と
大
騒
ぎ
し
た
も
の
で
す
。
平

成
一
〇
年
度
以
降
に
な
り
ま
す
と
、
発
行
残
高
は
飛
躍
的

に
増
加
し
、
平
成
一
〇
年
度
に
は
約
三
〇
〇
兆
円
と
な

り
、
平
成
十
三
年
度
に
は
約
四
〇
〇
兆
円
、
平
成
十
八
年

度
に
は
五
〇
〇
兆
円
を
上
回
り
、
平
成
二
十
二
年
度
に
は

六
百
三
十
七
兆
円
と
な
り
ま
し
た
。

国
債
発
行
残
高
の
増
加
に
つ
れ
て
、
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
も

急
上
昇
し
て
い
き
ま
す
。
平
成
元
年
の
国
債
残
高
対
Ｇ
Ｄ

Ｐ
比
は
三
十
九
％
で
し
た
が
、
平
成
一
〇
年
度
に
は
五
十

九
％
と
な
り
、
平
成
二
十
二
年
度
は
百
三
十
四
％
に
達
し

て
い
ま
す
。
こ
の
比
率
は
普
通
国
債
だ
け
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
で

あ
り
、
他
の
政
府
債
務
を
含
め
る
と
、
比
率
は
更
に
高
く

な
り
ま
す
。

国
債
残
高
の
増
加
と
比
較
し
て
、
国
債
費
に
つ
い
て

は
、
そ
れ
ほ
ど
増
加
し
て
い
ま
せ
ん
。
平
成
元
年
度
と
二

十
二
年
度
を
比
較
し
ま
す
と
、
発
行
残
高
は
四
倍
に
増
え

ま
し
た
が
、
国
債
費
は
二
倍
弱
の
増
加
で
、
一
般
会
計
に
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（注１） 国債発行額は，収入金ベース。平成20年度までは実績，平成21年度は２次補正後，平成22

年度は当初。

（ ）書きは臨時特別公債，＜＞書きは減税特例公債，［ ］書きは震災特例公債であり，

外数。

（注２） 昭和40年度に発行された歳入補てんのための国債の発行額は，便宜上，特例債の欄に記載

している。

（注３） 国債依存度は，新規債発行額／一般会計歳出額。平成20年度までは実績，平成21年度は２

次補正後，平成22年度は当初。

（注４） 国債残高は，普通国債のみであり額面ベース。平成21年度までは実績，平成22年度は当初

見込み。

（注５） 国債費は，当初予算ベース。

〔出所〕 財務省「債務管理リポート2010」78頁。

図表２ 国債発行残高等の推移



占
め
る
国
債
費
の
割
合
は
殆
ど
同
じ
水
準
で
す
。
こ
れ

は
、
こ
の
間
、
長
期
金
利
が
低
下
を
続
け
て
い
る
た
め
、

低
利
で
国
債
を
発
行
で
き
る
こ
と
、
過
去
に
発
行
し
た
高

い
金
利
の
国
債
も
低
利
で
借
り
替
え
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
な
っ
た
か
ら
で
す
。

⑶

政
府
債
務
の
国
際
比
較

平
成
一
〇
年
度
か
ら
赤
字
国
債
発
行
額
が
急
激
に
増

え
、
同
時
に
国
債
残
高
も
増
加
し
て
い
き
ま
す
が
、
日
本

の
政
府
債
務
を
外
国
と
比
較
し
た
の
が
図
表
３
で
す
。

財
政
収
支
を
比
較
し
て
み
ま
す
と
、
こ
の
二
、
三
年
は

イ
ラ
ク
戦
争
や
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の
対
応
策
で
ア
メ
リ

カ
や
イ
ギ
リ
ス
の
財
政
収
支
が
一
番
悪
く
、
日
本
は
三
番

目
で
す
。
で
す
が
、
そ
れ
以
前
は
日
本
の
財
政
収
支
が
一

番
悪
か
っ
た
。
債
務
残
高
と
純
債
務
残
高
を
比
較
し
ま
す

と
、
も
う
こ
れ
は
、
日
本
が
最
悪
で
す
。
ア
メ
リ
カ
や
イ

ギ
リ
ス
の
二
倍
で
す
。
イ
タ
リ
ア
と
比
較
し
ま
す
と
、
一

九
九
七
年
︵
平
成
九
年
︶
の
債
務
残
高
は
日
本
の
方
が
良

か
っ
た
の
で
す
が
、
二
〇
〇
〇
年
︵
平
成
十
二
年
︶
に
は

逆
転
し
て
し
ま
っ
た
。
純
債
務
残
高
に
つ
い
て
も
同
様

で
、
今
日
で
は
イ
タ
リ
ア
と
日
本
は
完
全
に
逆
転
し
ま
し

た
。昨

年
六
月
の
ト
ロ
ン
ト
･
サ
ミ
ッ
ト
宣
言
を
契
機
に
、

諸
外
国
は
財
政
収
支
の
改
善
と
政
府
債
務
残
高
を
減
ら
す

努
力
を
し
て
い
ま
す
。
と
こ
ろ
が
、
日
本
は
財
政
改
革
の

展
望
が
見
え
な
い
。
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
﹁
世
界
財
政
調
査
﹂
に
よ

り
ま
す
と
、
二
〇
一
五
年
の
日
本
の
政
府
債
務
残
高
の
対

Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
、
二
五
〇
％
に
達
す
る
と
予
測
し
て
い
ま

す
。昨

年
四
月
、
ギ
リ
シ
ャ
の
財
政
危
機
が
表
面
化
し
ま
し

た
。
危
機
は
Ｐ
Ｉ
Ｉ
Ｇ
Ｓ
諸
国
に
波
及
し
て
、
ア
イ
ル
ラ

ン
ド
や
ポ
ル
ト
ガ
ル
の
国
債
に
も
波
及
し
財
政
危
機
が
続

い
て
い
ま
す
。
危
機
が
表
面
化
し
た
Ｐ
Ｉ
Ｉ
Ｇ
Ｓ
諸
国
と

日
本
を
比
較
し
ま
す
と
、
財
政
収
支
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
、
債
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〔出所〕 財務省「日本の財政関係資料」平成22年８月。

図表３ 政府債務の国際比較



務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
、
そ
の
い
ず
れ
も
日
本
の
方
が
遥

か
に
悪
い
状
態
で
す
。
日
本
の
政
府
債
務
は
世
界
最
悪
、

と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

二
、
国
債
増
発
を
招
い
た
財
政
構
造
の

分
析

⑴

財
政
構
造
の
特
徴

平
成
二
年
度
に
は
﹁
財
政
の
中
期
的
目
標
﹂
は
実
現

し
、
赤
字
国
債
依
存
体
制
か
ら
脱
却
で
き
ま
し
た
。
と
こ

ろ
が
、
今
日
で
は
、
日
本
の
政
府
債
務
は
世
界
最
悪
で

す
。
な
ぜ
、
短
期
間
に
赤
字
国
債
残
高
が
膨
張
し
、
政
府

債
務
が
世
界
最
悪
に
な
っ
た
の
で
し
ょ
う
か
。

財
政
赤
字
の
拡
大
と
国
債
残
高
の
膨
張
は
、
通
常
、
戦

争
や
テ
ロ
対
策
、
経
済
危
機
な
ど
国
家
が
危
機
的
状
況
に

置
か
れ
た
時
に
お
こ
り
ま
す
。
冷
戦
体
制
が
終
わ
っ
て

も
、
各
国
は
軍
事
費
を
削
減
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

日
本
の
場
合
、
軍
事
費
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
一
％
以
内
で
あ

り
、
世
界
中
で
一
番
低
い
。
ま
た
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

で
財
政
支
出
を
増
や
し
ま
し
た
が
、
こ
れ
は
日
本
だ
け
で

な
く
各
国
と
も
共
通
で
、
む
し
ろ
日
本
の
場
合
、
外
国
と

比
べ
て
過
大
で
あ
っ
た
と
は
言
え
な
い
と
思
い
ま
す
。

短
期
間
で
財
政
赤
字
が
拡
大
し
た
原
因
を
明
ら
か
に
す

る
に
は
、
ま
ず
、
こ
の
間
の
財
政
構
造
を
分
析
す
る
こ
と

が
必
要
で
す
。
歳
出
構
造
と
歳
入
構
造
を
分
析
し
、
な
ぜ

国
債
が
増
発
さ
れ
た
か
、
こ
の
点
を
分
析
す
る
こ
と
が
問

題
解
明
の
出
発
点
だ
と
思
い
ま
す
。

図
表
４
を
み
ま
す
と
、
一
般
会
計
歳
出
は
昭
和
五
〇
年

度
か
ら
今
日
ま
で
、
一
貫
し
て
増
加
し
て
い
る
こ
と
、
し

か
も
早
い
ス
ピ
ー
ド
で
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま

す
。一

般
会
計
税
収
を
み
ま
す
と
、
平
成
元
年
を
境
に
し

て
、
大
き
な
変
化
が
生
じ
て
い
ま
す
。
平
成
元
年
ま
で

は
、
一
般
会
計
と
税
収
は
パ
ラ
レ
ル
に
増
加
し
、
右
上
が
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（注１） 平成21年度までは決算，22年度は当初予算による。

（注２） 上表の平成22年度の一般歳出には，便宜上，決算不足補てん繰戻（0.7兆円）を含めてい

る。平成22年度の決算不足補てん繰戻を除いた一般歳出は53.5兆円。

（注３） 歳入の「その他収入」とは，官業益金及官業収入（病院収入など），政府資産整理収入（国

有財産売却収入や回収金収入など）及び雑収入（日本銀行等による納付金や特別会計からの

受入金など）等である。

（注４） 平成２年度は，湾岸地域における平和回復活動を支援するための財源を調達するための臨

時特別公債を約1.0兆円発行。

〔出所〕 財務省「日本の財政関係資料」平成22年。

図表４ 公共事業関係費の推移



り
の
カ
ー
ブ
を
描
い
て
い
ま
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
平
成
元

年
以
降
、
税
収
は
一
転
し
て
右
下
が
り
の
カ
ー
ブ
と
な
り

ま
す
。
税
収
は
平
成
二
年
度
を
ピ
ー
ク
に
し
て
減
少
を
続

け
、
以
後
、
平
成
二
年
度
を
一
度
も
上
回
っ
た
こ
と
は
あ

り
ま
せ
ん
。
税
収
が
減
少
し
て
い
る
の
は
、
低
経
済
成
長

が
続
い
て
い
る
こ
と
、
加
え
て
、
景
気
後
退
と
い
う
循
環

的
要
因
に
よ
る
も
の
で
し
ょ
う
。
で
す
が
、
税
収
が
一
貫

し
て
減
少
を
続
け
て
い
る
と
い
う
事
実
は
、
単
に
循
環
的

要
因
だ
け
で
は
な
く
、
そ
こ
に
構
造
的
要
因
が
あ
る
こ
と

を
強
く
示
唆
し
て
い
る
と
思
い
ま
す
。

税
収
の
減
少
に
よ
っ
て
生
じ
た
歳
入
不
足
を
国
債
発
行

に
よ
っ
て
補
填
す
る
わ
け
で
す
が
、
国
債
発
行
に
つ
い
て

も
大
き
な
変
化
が
あ
り
ま
す
。
繰
り
返
し
に
な
り
ま
す

が
、
平
成
時
代
の
国
債
発
行
額
は
昭
和
五
〇
年
代
の
発
行

額
を
大
幅
に
上
回
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
昭
和
五
〇
年
代

の
国
債
は
建
設
国
債
が
中
心
で
し
た
が
、
平
成
年
代
で
は

赤
字
国
債
が
中
心
で
す
。
平
成
十
一
年
に
は
赤
字
国
債
と

建
設
国
債
の
発
行
額
は
完
全
に
逆
転
し
、
今
日
で
は
赤
字

国
債
が
圧
倒
的
と
な
り
ま
し
た
。

な
ぜ
、
財
政
構
造
が
こ
の
よ
う
に
変
化
し
た
の
で
し
ょ

う
か
。
歳
出
構
造
と
歳
入
構
造
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、

い
ま
少
し
立
ち
入
っ
て
検
討
し
て
い
き
た
い
、
と
思
い
ま

す
。

⑵

な
ぜ
財
政
支
出
が
膨
張
す
る
か

①
社
会
保
障
関
係
費
の
増
加

ま
ず
、
な
ぜ
財
政
支
出
が
膨
張
を
続
け
て
い
る
か
、
こ

の
問
題
か
ら
考
え
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
。
図
表
５
は
、

一
般
歳
出
の
主
要
経
費
に
つ
い
て
、
金
額
、
比
率
、
伸
び

率
を
対
比
し
た
も
の
で
す
が
、
こ
の
中
で
、
突
出
し
て
い

る
の
が
社
会
保
障
関
係
費
で
す
。
社
会
保
障
関
係
費
は
昭

和
六
〇
年
度
九
・
七
兆
円
で
し
た
が
、
平
成
二
二
年
度
に

は
二
七
兆
円
と
急
増
し
て
い
ま
す
。
一
般
歳
出
に
占
め
る

比
率
も
二
九
％
か
ら
五
一
％
と
な
り
、
伸
び
率
を
み
て
も
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〔出所〕 財務省「財政関係基礎データ」平成22年６月より作成。

http://www.mof.go.jp/budget/fiscal_condition/basic_data/201011/sy2211d.pdf

図表５ 一般会計歳出予算の主要経費推移



他
の
経
費
と
比
較
し
て
断
ト
ツ
で
す
。
今
日
で
は
社
会
保

障
費
が
一
般
歳
出
の
半
分
以
上
を
占
め
、
増
加
の
一
途
を

辿
っ
て
い
ま
す
。

な
ぜ
こ
の
社
会
保
障
関
係
費
が
増
加
し
た
の
か
、
増
加

の
原
因
を
見
た
の
が
図
表
６
で
す
。
ま
ず
、
社
会
保
障
給

付
費
は
飛
躍
的
に
急
増
し
て
い
ま
す
。
昭
和
五
〇
年
度
は

一
・
八
兆
円
、
六
〇
年
度
は
三
十
五
・
七
兆
円
で
し
た

が
、
平
成
十
九
年
度
は
九
十
一
・
四
兆
円
と
急
増
し
て
い

ま
す
。
図
表
に
は
出
て
い
ま
せ
ん
が
、
平
成
二
二
年
度
は

一
〇
五
兆
円
に
達
し
て
い
ま
す
。

社
会
保
障
費
と
は
介
護
、
福
祉
、
医
療
、
年
金
等
で
す

が
、
社
会
保
障
費
が
飛
躍
的
に
増
加
し
て
い
る
の
は
、
言

う
ま
で
も
な
く
、
急
速
に
高
齢
化
が
進
ん
で
い
る
か
ら
で

す
。
急
増
す
る
社
会
保
障
給
付
費
の
財
源
は
、
社
会
保
険

料
収
入
で
調
達
さ
れ
、
不
足
す
る
部
分
は
政
府
と
地
方
の

税
金
で
補
填
さ
れ
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
政
府
が
補
填
す
る

税
金
が
社
会
保
障
関
係
費
で
す
。

社
会
保
障
給
付
費
の
財
源
の
推
移
を
み
ま
す
と
、
肝
心

の
社
会
保
険
料
収
入
が
近
年
に
な
っ
て
横
這
い
、
更
に
減

少
し
て
い
ま
す
。
昭
和
の
時
代
で
は
給
付
費
と
保
険
料
収

入
の
伸
び
は
パ
ラ
レ
ル
で
し
た
が
、
平
成
時
代
に
入
る

と
、
特
に
平
成
九
年
度
以
降
、
保
険
料
収
入
は
右
下
が
り

に
な
っ
て
い
き
ま
す
。
こ
れ
は
、
小
子
化
に
よ
っ
て
社
会

保
険
料
を
負
担
す
る
人
口
が
減
っ
て
い
る
か
ら
で
す
。
一

方
で
は
社
会
保
障
給
付
費
が
増
加
を
続
け
、
他
方
で
保
険

料
収
入
が
減
少
を
続
け
て
い
く
と
、
差
額
を
補
填
す
る
税

負
担
は
必
然
的
に
増
加
せ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
少
子
高
齢

化
が
進
ん
で
い
ま
す
か
ら
、
政
府
の
負
担
す
る
社
会
保
障

関
係
費
は
増
加
の
一
途
を
た
ど
り
、
税
収
の
如
何
に
関
わ

ら
ず
、
毎
年
、
一
兆
円
強
ず
つ
増
え
続
け
て
い
ま
す
。
社

会
保
障
関
係
費
が
一
般
歳
出
の
半
分
を
占
め
る
に
至
っ
た

の
は
、
少
子
高
齢
化
が
進
ん
で
い
る
か
ら
で
し
た
。

政
府
が
負
担
す
る
社
会
保
障
関
係
費
は
、
現
在
の
社
会

保
障
制
度
を
前
提
と
す
る
限
り
、
今
後
も
増
え
続
け
て
い
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〔出典〕 国立社会保障・人口問題研究所「社会保障給付費」

〔出所〕 財務省「日本の財政関係資料」平成22年８月。

図表６ 急増する社会保障給付費と財源



き
ま
す
。
社
会
保
障
制
度
を
ど
の
よ
う
に
維
持
し
て
い
く

か
、
こ
の
問
題
が
財
政
再
建
の
最
大
の
課
題
と
な
り
ま
し

た
。

②
公
共
事
業
関
係
費

財
政
支
出
の
二
つ
目
の
大
き
な
要
因
は
、
公
共
事
業
関
係

費
で
す
。
図
表
５
で
み
た
よ
う
に
、
公
共
事
業
関
係
費
は

以
前
に
は
最
大
の
支
出
項
目
で
し
た
が
、
近
年
に
な
り
ま

す
と
減
少
し
て
い
ま
す
。
一
般
歳
出
に
占
め
る
比
率
を
見

る
と
、
昭
和
四
〇
年
度
は
二
十
三
・
六
％
、
六
〇
年
度
は

二
〇
％
で
し
た
が
、
平
成
二
二
年
度
は
十
一
％
と
激
減
し

て
い
ま
す
。
と
は
い
え
、
平
成
一
〇
年
前
後
に
は
、
公
共

事
業
費
は
当
初
予
算
を
遥
か
に
上
回
る
補
正
予
算
が
組
ま

れ
、
こ
の
た
め
、
公
共
事
業
費
は
急
増
し
て
い
ま
す
。
特

に
平
成
一
〇
度
に
は
当
初
予
算
九
兆
円
が
補
正
段
階
で
十

五
兆
円
と
な
り
ま
し
た
︵
図
表
７
︶。

近
年
に
な
る
と
公
共
事
業
費
は
減
少
し
、
一
般
歳
出
に

占
め
る
比
率
は
一
〇
％
程
度
と
な
り
ま
し
た
が
、
図
表
７

で
み
る
よ
う
に
、
依
然
と
し
て
高
い
水
準
に
あ
り
ま
す
。

道
路
や
鉄
道
、
下
水
道
な
ど
整
備
が
ほ
ほ
終
了
し
て
い
る

の
で
、
公
共
事
業
の
見
直
し
の
余
地
は
残
っ
て
い
る
と
思

い
ま
す
。

③
政
権
交
代
と
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の
破
綻

財
政
支
出
が
膨
張
し
て
い
る
三
つ
目
の
要
因
は
、
政
権

交
代
と
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の
破
綻
で
す
。
民
主
党
の
二
〇
〇

九
年
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
で
は
、
ご
承
知
の
よ
う
に
、
子
ど

も
手
当
、
農
家
戸
別
所
得
補
償
、
高
校
実
質
無
償
化
、
高

速
道
路
無
料
化
等
の
新
た
な
財
政
支
出
が
並
べ
ら
れ
ま
し

た
。
そ
の
財
源
は
、
予
算
組
み
替
え
と
埋
蔵
金
に
よ
っ
て

財
源
を
調
達
す
る
と
い
う
こ
と
で
し
た
。

と
こ
ろ
が
、
政
権
与
党
に
な
り
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の
実
行

段
階
で
、
財
源
調
達
が
現
実
に
は
不
可
能
だ
と
い
う
こ
と

が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。
予
定
で
は
３
年
間
で

兆
円

16
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〔出典〕 日本は「国民経済計算」（内閣府）（年度ベース），諸外国は「National Accounts 2008」

（OECD）（暦年ベース）。

〔出所〕 財務省「日本の財政関係資料」平成22年８月。

図表７ 公共事業関係費の推移



を
歳
出
の
見
直
し
で
捻
出
す
る
と
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
し

た
が
、
鳴
り
物
入
り
の
事
業
仕
分
け
で
捻
出
で
き
た
の
は

数
兆
円
に
過
ぎ
ま
せ
ん
で
し
た
。

新
た
な
事
業
は
、
新
た
な
財
源
の
裏
付
け
が
必
要
で

す
。
財
源
の
裏
付
け
の
な
い
ま
ま
、
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
で
約

束
が
実
行
さ
れ
つ
つ
あ
り
ま
す
。
こ
の
財
源
は
、
結
局
、

赤
字
国
債
の
増
発
に
よ
っ
て
調
達
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、

政
権
交
代
の
年
度
か
ら
国
債
発
行
が
税
収
を
上
回
る
と
い

う
異
常
な
状
態
が
続
い
て
い
ま
す
。

与
党
内
に
は
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の
見
直
し
が
必
要
だ
と
い

う
現
実
的
な
意
見
も
あ
り
ま
す
が
、
他
方
で
は
マ
ニ
フ
ェ

ス
ト
を
修
正
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
、
と
い
う
意
見
と
対

立
し
て
い
ま
す
。

財
源
の
裏
付
け
な
き
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
で
す
が
、
今
日
ま

で
の
と
こ
ろ
、
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
を
全
面
的
に
見
直
し
、
ど

の
よ
う
に
し
て
財
政
改
革
を
す
す
め
る
か
、
こ
の
議
論
は

進
ん
で
い
ま
せ
ん
。
政
権
交
代
と
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
よ
っ

て
、
日
本
の
財
政
膨
張
は
、
新
た
な
局
面
を
迎
え
た
と
思

い
ま
す
。

⑶

な
ぜ
税
収
は
減
少
を
続
け
て
い
る
か

①
低
経
済
成
長
と
景
気
後
退
に
よ
る
税
収
不
足

こ
の
よ
う
に
、
一
方
で
は
、
社
会
保
障
関
係
費
の
急
膨

張
、
政
権
交
代
と
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
よ
っ
て
財
政
は
膨
張

を
続
け
て
い
ま
す
が
、
他
方
、
税
収
は
先
ほ
ど
見
ま
し
た

よ
う
に
、
平
成
元
年
以
降
、
一
貫
し
て
減
少
を
続
け
、
税

収
の
カ
ー
ブ
は
歳
出
と
は
対
照
的
に
右
下
が
り
に
な
っ
て

い
ま
す
。
低
経
済
成
長
が
続
い
て
い
る
こ
と
、
景
気
後
退

に
よ
っ
て
税
収
不
足
に
な
っ
た
か
ら
だ
と
思
い
ま
す
。
し

か
し
、
こ
の
間
、
雇
用
者
報
酬
は
増
加
は
し
て
い
ま
せ
ん

が
、
横
這
い
で
推
移
し
雇
用
者
報
酬
の
落
ち
込
み
は
あ
り

ま
せ
ん
。
所
得
税
収
だ
け
が
落
ち
込
ん
で
い
る
の
で
す
。

と
い
う
こ
と
は
、
税
収
の
減
少
は
単
に
循
環
的
要
因
だ
け

で
な
く
、
構
造
的
要
因
に
よ
る
も
の
と
考
え
ざ
る
を
得
ま
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せ
ん
。

②
累
進
税
率
の
フ
ラ
ッ
ト
化

税
収
の
減
少
を
招
い
た
構
造
的
要
因
は
、
ま
ず
、
所
得

税
の
累
進
課
税
率
の
引
き
下
げ
で
す
。
図
表
８
は
所
得
税

の
税
率
構
造
の
推
移
を
み
た
も
の
で
す
。
昭
和
六
二
年
度

と
平
成
一
九
年
度
を
比
較
し
ま
す
と
、
所
得
税
の
最
高
税

率
は
七
八
％
か
ら
五
〇
％
に
大
幅
に
引
き
下
げ
ら
れ
て
い

ま
す
。
ま
た
、
刻
み
数
も
一
二
か
ら
六
に
減
少
し
て
い
ま

す
。
刻
み
数
が
少
な
く
な
っ
た
と
い
う
こ
と
は
、
高
額
所

得
者
に
有
利
な
税
制
改
正
が
行
わ
れ
た
と
い
う
こ
と
で

す
。
こ
う
し
た
性
質
を
も
つ
所
得
税
率
の
引
下
げ
は
平
成

元
年
以
降
、
何
度
も
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。
繰
り
返
し
実

施
さ
れ
た
所
得
税
制
の
改
正
に
よ
っ
て
税
率
が
引
き
下
げ

ら
れ
、
累
進
税
率
は
フ
ラ
ッ
ト
化
し
、
刻
み
数
が
減
少

し
、
そ
の
結
果
、
税
収
が
著
し
く
減
少
す
る
こ
と
に
な
っ

た
の
で
す
。

所
得
税
だ
け
で
な
く
、
相
続
税
や
贈
与
税
な
ど
資
産
課

税
率
に
つ
い
て
も
同
様
の
引
下
げ
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
図

表
９
は
最
近
に
お
け
る
相
続
税
の
主
な
改
正
の
推
移
を
み

た
も
の
で
す
が
、
昭
和
六
三
年
と
平
成
一
五
年
を
比
較
し

ま
す
と
、
基
礎
控
除
額
は
四
〇
〇
〇
万
円
プ
ラ
ス
α
か
ら

五
〇
〇
〇
万
円
プ
ラ
ス
α
に
引
上
げ
ら
れ
、
し
か
も
α
部

分
が
引
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
基
礎
控
除
が
大
幅
に
引
上
げ

ら
れ
た
結
果
、
負
担
割
合
は
二
二
％
か
ら
十
一
・
六
％
と

低
く
な
り
ま
し
た
。
こ
の
間
、
負
担
割
合
の
引
下
げ
は
昭

和
六
三
年
以
降
も
何
度
も
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま

た
、
税
率
構
造
は
昭
和
六
三
年
に
は
十
三
段
階
で
し
た

が
、
平
成
十
五
年
に
は
六
段
階
と
な
り
、
段
階
数
の
縮
小

に
よ
り
高
額
相
続
ほ
ど
有
利
な
改
正
と
な
っ
た
わ
け
で

す
。
今
年
度
の
予
算
で
相
続
税
の
引
き
上
げ
が
議
論
さ
れ

て
い
ま
す
が
、
こ
の
引
上
げ
は
過
去
の
引
下
げ
の
僅
か
ば

か
り
の
修
正
に
過
ぎ
な
い
と
思
い
ま
す
。

図
表

は
贈
与
税
の
課
税
状
況
の
推
移
を
み
た
も
の
で

10
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図表８ 所得税の税率構造の推移

（注） 49年及び59年については賦課制限がある。

〔出所〕 財務省「各種税金の資料」。

http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/income/035.htm



す
。
ま
ず
、
昭
和
六
三
年
と
平
成
一
四
年
と
を
比
較
し
ま

す
と
、
一
件
あ
た
り
の
贈
与
額
は
二
百
四
十
一
万
円
か
ら

三
百
五
十
二
万
円
に
増
加
し
て
い
ま
す
が
、
贈
与
税
額
は

二
八
万
円
か
ら
一
九
万
円
に
減
額
と
な
り
、
贈
与
税
率
は

十
一
･六
％
か
ら
五
･五
に
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。
平

成
一
五
年
か
ら
生
前
贈
与
制
度
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
が
、

税
率
は
低
い
ま
ま
に
据
え
置
か
れ
て
い
ま
す
。

所
得
税
や
相
続
税
な
ど
の
累
進
課
税
率
が
フ
ラ
ッ
ト
化

し
て
い
る
こ
と
、
ま
ず
、
こ
の
点
が
税
収
を
減
少
さ
せ
た

構
造
的
要
因
で
す
。

③
特
別
減
税
と
恒
久
的
減
税

減
税
政
策
と
し
て
、
平
成
六
年
度
か
ら
特
別
減
税
、
平

成
一
〇
年
度
か
ら
恒
久
的
な
減
税
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
。

特
別
減
税
と
恒
久
的
減
税
は
累
進
税
率
の
フ
ラ
ッ
ト
化
に

よ
る
減
税
と
異
な
り
ま
す
。
所
得
税
な
ど
の
累
進
税
率
は

所
得
の
大
き
さ
に
よ
っ
て
減
税
額
も
異
な
り
ま
す
が
、
特

日本の国債は本当に大丈夫か
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（注１） 基礎控除の（ ）内は，法定相続人が３人（例：配偶者＋子２人）の場合の額である。
（注２） 課税割合は，課税件数／死亡者数であり，負担割合は，納付税額／合計課税価格である。
（注３） 合計課税価格とは，小規模宅地の特例による減額等を行った後，基礎控除を差し引く前の

課税対象財産の価格である。
〔出所〕 財務省「各種税金の資料」。

http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/property/143.htm

図表９ 最近における相続税の主な改正
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図表10 贈与税の課税状況の推移

（備考） １．この表の係数は，「国税庁統計年報書」による（平成20年分は速報値）。

２．件数は，財産の贈与を受けた者のうち申告等のあった者の数である。

３．取得財産価額には更正・決定分を含む。また，贈与税額には納税猶予適用分を含まない。

４．内書の，「暦」は暦年課税分に係る計数であり，「精」は相続時精算課税分に係る計数

である。

〔出所〕 財務省「各種税金の資料」。

http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/property/154.htm



別
減
税
と
恒
久
的
な
減
税
は
所
得
の
大
き
さ
と
は
無
関
係

に
一
律
に
減
税
さ
れ
ま
す
。
図
表

は
平
成
六
年
か
ら
始

11

ま
る
特
別
減
税
と
恒
久
的
減
税
の
推
移
を
み
た
も
の
で
す

が
、
こ
の
図
表
は
長
ら
く
税
制
調
査
会
の
会
長
を
勤
め
ら

れ
た
石
弘
光
先
生
の
著
書
﹃
消
費
税
の
政
治
経
済
学
﹄
か

ら
引
用
し
た
も
の
で
す
。

図
表
を
見
ま
す
と
、
平
成
六
年
度
に
は
所
得
税
の
特
別

減
税
が
五
・
五
兆
円
、
七
年
度
・
八
年
度
に
は
合
計
四
兆

円
、
一
〇
年
度
に
は
四
兆
円
の
減
税
が
実
施
さ
れ
て
い
ま

す
。特

別
減
税
は
そ
の
年
度
限
り
の
減
税
で
す
が
、
恒
久
的

減
税
は
当
該
年
度
だ
け
で
な
く
、
当
分
の
間
続
く
減
税
で

す
。
平
成
一
一
年
度
か
ら
特
別
減
税
が
実
施
さ
れ
、
個
人

所
得
税
四
・
一
兆
円
の
減
税
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
こ
の
年

度
に
は
所
得
税
の
最
高
税
率
も
六
十
五
％
か
ら
五
〇
％
に

引
き
下
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。
恒
久
的
減
税
は
継
続
す
る
減

税
で
す
か
ら
、
こ
の
減
税
は
後
々
ま
で
税
収
に
大
き
な
影

響
を
与
え
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

④
消
費
税
の
導
入
と
問
題
点

累
進
税
率
の
フ
ラ
ッ
ト
化
と
特
別
減
税
と
恒
久
的
減
税

に
よ
っ
て
税
収
が
減
少
し
て
い
き
ま
す
が
、
税
収
を
確
保

す
る
た
め
の
消
費
税
、
こ
の
消
費
税
は
日
本
の
場
合
、
政

治
経
済
学
の
問
題
と
な
り
ま
し
た
。

消
費
税
は
、
周
知
の
と
お
り
、
平
成
元
年
に
導
入
さ
れ

て
、
平
成
九
年
に
三
％
か
ら
五
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し

が
、
消
費
税
に
は
論
理
を
超
え
た
複
雑
な
問
題
が
沢
山
あ

り
ま
す
。
ま
ず
、
減
税
と
消
費
税
が
ワ
ン
セ
ッ
ト
で
導
入

さ
れ
た
点
で
す
。
図
表

は
大
蔵
省
主
税
局
が
作
成
し
た

12

資
料
で
、
こ
れ
も
石
先
生
の
著
書
か
ら
の
引
用
で
す
が
、

こ
の
図
表
は
消
費
税
を
導
入
し
て
税
収
を
上
げ
て
も
、
他

の
税
で
減
税
を
ち
ゃ
ん
と
手
当
て
す
る
か
ら
、
結
果
と
し

て
国
民
か
ら
の
税
金
を
引
き
上
げ
た
こ
と
に
は
な
り
ま
せ

ん
よ
、
と
い
う
図
表
で
す
。
消
費
税
は
税
収
を
上
げ
る
た

日本の国債は本当に大丈夫か
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〔
資
料
〕
政
府
税
調
提
出
資
料
。

〔
出
所
〕
石
弘
光
『
消
費
税
の
政
治
経
済
学
』
日
本
経
済
新
聞
社

2009年
202頁

。

図
表
1
1
1
9
9
4
年
以
降
の
主
な
税
制
改
革
の
動
き
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図表12 税制改革要綱による増減収額試算

（注） 上記のほか，消費税の地方譲与分の増収額は，平年度１兆885億円と見込

まれる。△印はマイナスを表す。

〔原資料〕 大蔵省主税局「税制改革要綱」 1988年６月28日 21頁。

〔出所〕 石弘光『消費税の政治経済学』東洋経済新報社 2009年 165頁。



め
に
導
入
さ
れ
た
の
で
は
な
く
、
消
費
税
を
導
入
す
る
た

め
に
導
入
さ
れ
た
と
い
う
点
に
特
徴
が
あ
り
ま
す
。
導
入

の
経
緯
は
、
そ
の
後
、
様
々
の
局
面
で
影
響
し
て
き
ま

す
。２

番
目
の
問
題
点
は
、
日
本
の
消
費
税
は
諸
外
国
と
比

較
し
て
導
入
時
期
が
遅
い
だ
け
で
な
く
、
税
率
が
一
番
低

い
こ
と
で
す
。
後
掲
の
図
表

は
諸
外
国
の
付
加
価
値
税

14

の
推
移
を
み
た
も
の
で
、
付
加
価
値
税
は
日
本
の
消
費
税

と
同
じ
で
す
。
こ
の
図
を
み
る
と
、
消
費
税
の
導
入
は
カ

ナ
ダ
と
並
ん
で
日
本
が
一
番
遅
い
。
ま
た
、
日
本
の
税
率

は
諸
外
国
よ
り
低
く
、
カ
ナ
ダ
と
並
ん
で
最
低
水
準
で

す
。
Ｅ
Ｕ
で
は
、
一
九
九
二
年
の
Ｅ
Ｕ
指
令
で
付
加
価
値

税
の
標
準
税
率
を
一
五
％
以
上
と
す
る
こ
と
が
決
め
ら
れ

ま
し
た
。
諸
外
国
の
付
加
価
値
税
は
日
本
よ
り
も
二
〇
年

以
上
前
に
導
入
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
考
え
る
と
、
付
加
価

値
税
が
税
収
の
太
宗
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま

す
。

三
つ
目
の
問
題
点
は
、
消
費
税
と
選
挙
の
関
係
で
す
。

消
費
税
の
引
き
上
げ
を
訴
え
た
政
党
は
選
挙
で
必
ず
敗
れ

て
い
ま
す
。
今
回
の
参
議
院
選
挙
で
も
民
主
党
は
唐
突
に

消
費
税
の
引
き
上
げ
を
持
ち
出
し
、
選
挙
で
大
敗
し
ま
し

た
。
持
続
可
能
な
財
政
制
度
を
維
持
す
る
た
め
、
今
日
、

国
民
は
消
費
税
の
引
き
上
げ
を
承
認
し
て
い
ま
す
。
こ
の

点
は
、
今
回
の
選
挙
に
み
る
特
筆
す
べ
き
変
化
と
言
わ
ね

ば
な
り
ま
せ
ん
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
国
民
は
民
主
党
の

主
張
を
認
め
な
か
っ
た
。
財
政
構
造
の
全
体
を
見
直
す
作

業
を
し
な
い
で
、
消
費
税
の
引
き
上
げ
だ
け
を
問
題
に
し

た
の
で
、
国
民
の
信
頼
を
得
る
こ
と
が
出
来
な
か
っ
た
の

で
し
ょ
う
。
政
権
与
党
の
財
政
膨
張
政
策
に
対
す
る
国
民

の
根
強
い
不
信
感
の
表
れ
と
思
い
ま
す
。

⑷

財
政
膨
張
と
減
税
政
策
が
招
い
た
国
債
残
高
の
累
増

財
政
支
出
が
拡
大
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
減
税
政

策
を
実
施
す
れ
ば
、
当
然
の
こ
と
な
が
ら
財
源
不
足
と
な
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り
ま
す
。
こ
の
財
源
不
足
は
国
債
発
行
に
よ
っ
て
補
填
さ

れ
て
き
ま
し
た
。
日
本
の
政
府
債
務
が
短
期
間
で
世
界
最

悪
に
な
っ
た
の
は
、
財
政
膨
張
と
減
税
政
策
の
必
然
的
な

帰
結
、
こ
の
よ
う
に
言
う
こ
と
が
出
来
る
と
思
い
ま
す
。

図
表

は
、
平
成
二
年
度
か
ら
平
成
二
十
二
年
度
ま
で

13

の
間
、
如
何
な
る
要
因
で
国
債
が
増
加
し
た
か
、
そ
の
要

因
を
分
析
し
た
も
の
で
す
。
こ
の
資
料
は
財
務
省
が
﹁
日

本
の
財
政
資
料
﹂
と
し
て
公
表
し
た
も
の
で
、
こ
の
資
料

か
ら
の
引
用
で
す
。
こ
の
間
の
国
債
純
増
加
額
は
、
収
支

差
や
過
去
の
債
務
承
継
分
を
差
引
く
と
、
三
六
一
兆
円
と

な
り
ま
す
。
純
増
加
額
の
内
訳
は
、
ま
ず
、
歳
出
の
増
加

要
因
に
よ
る
も
の
が
百
九
十
二
兆
円
で
す
。
主
な
歳
出
項

目
は
、
先
に
み
ま
し
た
よ
う
に
社
会
保
障
関
係
費
、
次
い

で
公
共
事
業
費
で
す
。
次
に
、
減
税
政
策
に
よ
っ
て
生
じ

た
歳
入
不
足
を
国
債
で
補
填
し
ま
し
た
が
、
そ
の
部
分
が

百
六
十
九
兆
円
で
す
。

財
務
省
の
分
析
が
示
し
て
い
る
こ
と
は
、
減
税
政
策
が

実
施
さ
れ
な
け
れ
ば
、
ま
た
、
公
共
事
業
費
の
増
加
を
抑

え
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、
国
債
増
発
は
避
け
ら
れ
た
と
い

う
こ
と
で
す
。
更
に
言
え
ば
、
社
会
保
障
費
増
加
分
に
対

応
す
る
消
費
税
の
引
き
上
げ
が
あ
れ
ば
、
健
全
財
政
を
維

持
す
る
こ
と
が
で
き
た
、
と
い
う
こ
と
で
す
。
財
政
規
律

が
失
わ
れ
た
結
果
、
日
本
の
政
府
債
務
は
短
期
間
で
世
界

最
悪
と
な
っ
た
わ
け
で
す
。

三
、
財
政
規
律
の
喪
失
と
国
債
発
行

⑴

赤
字
国
債
償
還
ル
ー
ル
の
変
更

で
は
、
な
ぜ
財
政
規
律
が
失
わ
れ
た
の
で
し
ょ
う
か
。

最
大
の
原
因
は
赤
字
国
債
の
償
還
ル
ー
ル
が
変
更
さ
れ
、

従
来
の
現
金
償
還
の
原
則
が
建
設
国
債
と
同
じ
六
〇
年
償

還
ル
ー
ル
に
変
更
さ
れ
た
点
に
あ
る
と
思
い
ま
す
。

財
政
法
第
四
条
は
国
債
発
行
を
厳
し
く
制
限
し
て
い
ま

す
。
非
募
債
主
義
を
原
則
と
し
、
但
し
書
き
規
定
に
よ
っ
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〔出所〕 財務省「日本の財政関係資料」平成22年８月。

図表13 公債残高の増加要因（平成２年度末〜平成22年度末）



て
建
設
国
債
の
発
行
を
認
め
て
い
ま
す
が
、
発
行
額
は
公

共
事
業
費
の
範
囲
内
に
限
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、

赤
字
国
債
の
発
行
に
つ
い
て
は
厳
し
く
禁
止
し
て
い
ま

す
。昭

和
五
〇
年
度
か
ら
赤
字
国
債
の
本
格
的
な
発
行
が
始

ま
り
ま
す
が
、
財
政
法
の
制
限
が
あ
る
た
め
赤
字
国
債
の

発
行
は
、
特
例
法
に
よ
っ
て
﹁
特
例
公
債
﹂
と
し
て
発
行

さ
れ
ま
し
た
。
毎
年
、
特
例
公
債
法
が
制
定
さ
れ
ま
す

が
、
特
例
公
債
法
に
は
現
金
償
還
の
原
則
が
明
記
さ
れ
て

い
ま
す
。
赤
字
国
債
の
現
金
償
還
ル
ー
ル
は
、
赤
字
国
債

発
行
の
歯
止
め
装
置
で
し
た
。
満
期
日
に
は
全
額
を
現
金

償
還
せ
ね
ば
な
り
ま
せ
ん
か
ら
、
赤
字
国
債
発
行
額
は
現

金
償
還
が
可
能
な
範
囲
に
限
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
現
金
償
還
の
ル
ー
ル
は
、
財
政
規
律
を
守
る
最
後
の

砦
で
も
あ
っ
た
の
で
す
。

と
こ
ろ
が
、
昭
和
五
〇
年
度
か
ら
発
行
が
開
始
さ
れ
た

赤
字
国
債
は
六
〇
年
度
か
ら
次
々
と
満
期
償
還
を
迎
え
ま

す
が
、
そ
の
直
前
、
財
政
制
度
審
議
会
は
次
の
よ
う
な
提

案
を
い
た
し
ま
し
た
。
財
政
の
中
期
的
目
標
で
あ
る
赤
字

国
債
依
存
体
制
か
ら
脱
却
す
る
ま
で
の
間
、
過
渡
的
措
置

と
し
て
、
赤
字
国
債
の
借
換
発
行
を
認
め
る
べ
き
だ
と
提

案
し
た
の
で
す
。
赤
字
国
債
依
存
体
制
脱
却
は
六
五
年
度

達
成
が
目
標
と
な
っ
て
い
ま
し
た
か
ら
、﹁
六
五
年
目
標
﹂

と
も
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

財
政
制
度
審
議
会
の
提
案
を
受
け
て
、﹁
特
例
公
債
の

償
還
の
た
め
の
起
債
の
特
例
﹂
と
い
う
法
律
が
制
定
さ

れ
、
昭
和
五
九
年
六
月
か
ら
赤
字
国
債
の
借
換
発
行
が
認

め
ら
ま
し
た
。
そ
し
て
、
現
金
償
還
の
本
則
か
ら
建
設
国

債
と
同
じ
六
〇
年
償
還
に
変
更
さ
れ
た
の
で
す
。
で
す

が
、
こ
の
変
更
は
﹁
六
五
年
︵
平
成
二
年
︶
目
標
﹂
が
達

成
す
る
ま
で
の
間
、
過
渡
的
措
置
と
し
て
の
変
更
だ
っ
た

の
で
す
。

﹁
六
五
年
目
標
﹂
は
、
平
成
二
年
、
つ
い
に
達
成
す
る

こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
本
来
で
あ
れ
ば
、
こ
の
時
点
で
赤
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字
国
債
の
償
還
は
現
金
償
還
の
本
則
に
戻
る
べ
き
は
ず
の

も
の
で
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
驚
く
べ
き
こ
と
に
、
財
制
度

審
議
会
は
平
成
二
年
三
月
一
日
、﹁
平
成
二
年
度
特
例
公

債
依
存
体
質
脱
却
後
の
中
期
的
財
政
運
営
の
あ
り
方
に
つ

い
て
の
報
告
﹂
の
中
で
、
今
日
の
財
政
状
態
を
考
え
れ
ば

﹁
特
例
公
債
の
償
還
は
、
当
面
、
現
金
償
還
の
本
則
に
戻

す
こ
と
は
現
実
的
で
な
い
﹂
と
報
告
し
た
の
で
す
。
こ
の

報
告
に
基
づ
い
て
、
赤
字
国
債
は
引
き
続
き
六
〇
年
償
還

ル
ー
ル
で
発
行
さ
れ
、
現
在
ま
で
赤
字
国
債
の
借
換
発
行

が
続
い
て
い
ま
す
。

赤
字
国
債
の
償
還
ル
ー
ル
が
変
更
さ
れ
た
と
い
う
こ
と

は
、
国
債
発
行
の
歯
止
め
装
置
が
な
く
な
り
、
国
債
無
制

限
発
行
が
可
能
に
な
っ
た
、
と
い
う
こ
と
で
す
。
建
設
国

債
の
発
行
額
は
公
共
事
業
費
の
範
囲
内
に
限
定
さ
れ
て
い

ま
す
が
、
建
設
国
債
に
上
乗
せ
し
て
発
行
さ
れ
る
の
が
赤

字
国
債
で
す
。
こ
の
赤
字
国
債
が
六
〇
年
償
還
ル
ー
ル
で

発
行
さ
れ
る
と
、
一
〇
年
債
が
満
期
を
迎
え
て
も
発
行
額

の
六
分
の
一
の
現
金
を
準
備
す
れ
ば
よ
い
わ
け
で
す
。
現

金
償
還
の
制
約
か
ら
解
放
さ
れ
た
と
い
う
こ
と
は
、
事
実

上
、
国
債
の
無
制
限
発
行
が
可
能
に
な
っ
た
と
言
え
ま

す
。
財
政
規
律
が
失
わ
れ
た
最
大
の
原
因
は
、
国
債
無
制

限
発
行
が
可
能
に
な
っ
た
、
こ
の
点
に
あ
る
と
思
う
の
で

す
。

⑵

減
税
特
例
国
債
発
行
と
赤
字
国
債
の
再
開

国
債
無
制
限
発
行
が
可
能
に
な
っ
て
、
赤
字
国
債
が
ど

の
よ
う
な
推
移
を
辿
っ
て
増
発
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た

か
、
振
り
返
っ
て
み
ま
し
ょ
う
。
繰
り
返
し
に
な
り
ま
す

が
、
平
成
二
年
度
に
は
赤
字
国
債
依
存
体
制
か
ら
脱
却

し
、
平
成
三
年
度
か
ら
五
年
度
ま
で
赤
字
国
債
発
行
額
は

ゼ
ロ
と
な
り
ま
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
平
成
六
年
度
か
ら
臨

時
特
例
国
債
と
い
う
名
前
で
、
使
途
を
限
定
し
た
赤
字
国

債
が
発
行
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
平
成
六
年
度
に

は
減
税
特
例
国
債
と
震
災
特
例
国
債
が
発
行
さ
れ
ま
す
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が
、
震
災
特
例
国
債
の
発
行
は
一
回
限
り
で
、
神
戸
大
震

災
の
復
興
財
源
の
た
め
で
し
た
。
減
税
特
例
国
債
は
平
成

六
年
度
に
続
き
、
平
成
七
年
度
、
八
年
度
と
連
続
し
て
発

行
さ
れ
ま
し
た
。

減
税
特
例
国
債
と
は
、
こ
れ
も
繰
り
返
し
に
な
り
ま
す

が
、
所
得
税
の
減
税
に
よ
る
税
収
の
減
少
を
補
填
す
る
た

め
発
行
さ
れ
た
国
債
で
す
。
所
得
税
の
特
別
減
税
は
平
成

六
年
度
、
七
年
度
、
八
年
度
と
実
施
さ
れ
、
同
時
に
所
得

税
の
最
高
税
率
も
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。
減
税
政
策
に
生

じ
た
税
収
不
足
を
赤
字
国
債
の
発
行
に
よ
っ
て
補
填
す

る
、
こ
れ
が
減
税
特
例
国
債
で
す
。

減
税
特
例
国
債
は
、
財
政
規
律
を
無
視
し
た
国
債
発
行

と
言
う
べ
き
で
す
。
国
債
発
行
に
よ
る
資
金
の
調
達
は
、

そ
も
そ
も
税
収
の
努
力
を
重
ね
た
あ
と
、
そ
れ
で
も
不
足

す
る
財
政
資
金
を
調
達
す
る
手
段
で
す
。
と
こ
ろ
が
、
減

税
特
例
国
債
は
減
税
政
策
に
よ
っ
て
税
収
を
人
為
的
に
減

少
さ
せ
、
そ
の
部
分
を
国
債
で
補
填
す
る
と
い
う
も
の
で

す
か
ら
、
財
政
規
律
を
無
視
し
た
国
債
発
行
で
す
。
国
債

無
制
限
発
行
体
制
が
成
立
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
財
政
規

律
を
無
視
し
た
国
債
発
行
が
可
能
に
な
っ
た
の
で
し
た
。

減
税
特
例
国
債
の
償
還
方
法
は
現
金
償
還
で
は
な
く
、

二
〇
年
の
借
換
償
還
で
、
赤
字
国
債
の
六
〇
年
償
還
と
比

較
す
れ
ば
短
期
償
還
で
す
。
二
〇
年
償
還
と
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
一
般
の
赤
字
国
債
と
区
別
し
た
の
で
し
ょ
う
。
こ

の
時
点
ま
で
は
、
僅
か
で
も
財
政
規
律
が
意
識
さ
れ
て
い

た
、
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

⑶

財
政
構
造
改
革
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
停
止

赤
字
国
債
は
平
成
一
〇
年
度
か
ら
無
制
限
に
発
行
さ
れ

ま
す
が
、
無
制
限
発
行
に
突
き
進
ん
だ
背
景
の
一
つ
と
し

て
、
財
政
構
造
改
革
の
特
別
措
置
法
が
停
止
し
た
点
を
挙

げ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

橋
本
内
閣
の
下
で
、
平
成
九
年
、
財
政
構
造
改
革
特
別

措
置
法
が
成
立
し
て
、
財
政
健
全
化
を
目
指
す
事
に
な
り
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ま
し
た
。
ま
さ
に
そ
の
時
、
バ
ブ
ル
崩
壊
の
後
遺
症
で
あ

る
金
融
危
機
が
勃
発
し
、
巨
大
証
券
会
社
や
銀
行
が
次
々

と
倒
産
し
ま
し
た
。
こ
の
た
め
、
財
政
戦
略
会
議
で
決
定

し
た
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
よ
る
財
政
改
革
を
進
め
る
こ
と
が

困
難
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
一
〇
年
七
月
、
小
渕
内
閣
が
組
閣
さ
れ
、
平
成
一

〇
年
十
二
月
に
は
﹁
財
政
構
造
改
革
に
関
す
る
特
別
措
置

法
停
止
法
﹂
が
成
立
し
、
過
去
最
大
の
景
気
対
策
と
減
税

政
策
が
矢
継
ぎ
早
に
登
場
し
て
き
ま
す
。
減
税
は
特
別
減

税
に
加
え
て
、
恒
久
的
減
税
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
。

過
去
最
大
の
景
気
対
策
と
大
型
減
税
の
財
源
は
、
赤
字

国
債
の
増
発
に
よ
っ
て
調
達
さ
れ
ま
し
た
。
平
成
一
〇
年

か
ら
十
二
年
ま
で
の
三
年
間
で
国
債
は
一
〇
〇
兆
円
増
加

し
て
い
ま
す
。
こ
の
時
か
ら
財
政
改
革
の
議
論
は
小
泉
内

閣
の
時
期
を
除
い
て
影
を
潜
め
、
財
政
支
出
の
拡
大
は
国

債
発
行
に
よ
っ
て
支
え
ら
れ
、
財
政
規
律
は
完
全
に
失
わ

れ
た
と
思
い
ま
す
。

⑷

連
立
政
権
と
政
権
基
盤
の
弱
体
化

国
債
無
制
限
発
行
に
向
け
て
走
り
出
し
た
背
景
の
二
つ

目
と
し
て
、
連
立
政
権
に
よ
る
政
権
基
盤
の
弱
体
化
を
挙

げ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
平
成
一
〇
年
に
成
立
し
た
小
渕

内
閣
は
自
民
党
、
公
明
党
、
自
由
党
の
連
立
政
権
で
し

た
。
連
立
政
権
を
維
持
す
る
た
め
、
政
権
与
党
は
各
党
の

要
求
を
受
入
れ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
自
由
党
は
社
会
保
障

の
税
方
式
、
公
明
党
は
児
童
手
当
と
商
品
券
配
布
、
自
民

党
は
介
護
保
険
制
度
の
徹
底
見
直
し
や
新
幹
線
の
整
備
を

要
求
し
ま
し
た
。
こ
の
た
め
、
小
渕
内
閣
は
過
去
最
大
の

景
気
対
策
、
大
型
減
税
政
策
に
取
り
組
ま
ざ
る
を
得
な

か
っ
た
。

連
立
政
権
の
下
で
は
、
少
数
与
党
が
政
策
決
定
の
キ
ャ

ス
テ
ィ
ン
グ
ボ
ー
ト
を
握
る
こ
と
が
多
い
。
小
選
挙
区
制

の
デ
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
、
こ
の
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
こ
の
弱
点
が
小
渕
内
閣
で
表
面
化
し
た
と
言
え
ま

す
。
橋
本
内
閣
の
下
で
財
政
構
造
改
革
会
議
の
リ
ー
ダ
ー
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で
あ
っ
た
与
謝
野
馨
氏
は
、
当
時
を
振
り
返
り
、
財
政
改

革
が
滞
り
、
あ
ら
ゆ
る
政
党
が
人
気
取
り
に
走
っ
た
の

は
、
小
選
挙
区
制
の
導
入
に
一
つ
の
原
因
が
あ
る
、
と
昨

年
九
月
十
二
日
日
経
新
聞
で
回
顧
し
て
お
ら
れ
ま
す
。

⑸

な
ぜ
危
機
意
識
が
希
薄
か

国
債
無
制
限
発
行
が
可
能
に
な
れ
ば
、
そ
の
先
に
は
財

政
危
機
が
待
ち
構
え
て
い
ま
す
。
と
こ
ろ
が
、
平
成
一
〇

年
以
降
、
危
機
意
識
は
極
め
て
希
薄
に
な
り
ま
し
た
。
な

ぜ
、
政
府
の
危
機
意
識
が
希
薄
に
な
っ
た
の
で
し
ょ
う

か
。一

つ
に
は
、
資
金
不
足
の
時
代
か
ら
資
金
余
剰
の
時
代

に
な
っ
て
、
巨
額
の
国
債
も
市
中
消
化
が
可
能
に
な
っ
た

か
ら
で
す
。
資
金
不
足
の
時
代
に
は
、
国
債
大
量
発
行
は

民
間
部
門
の
資
金
調
達
を
困
難
に
す
る
、
ク
ラ
ウ
デ
ィ
ン

グ
･
ア
ウ
ト
が
発
生
す
る
と
し
て
、
国
債
発
行
額
を
抑
制

す
る
努
力
が
重
ね
ら
れ
ま
し
た
。
昭
和
五
〇
年
代
に
は
危

機
意
識
が
強
く
、
国
債
依
存
度
が
三
〇
％
を
超
え
よ
う
と

し
た
時
、
こ
れ
を
阻
止
す
る
三
〇
％
攻
防
戦
が
繰
り
広
げ

ら
れ
ま
し
た
。
三
〇
％
と
い
う
数
字
に
は
何
の
理
論
的
根

拠
も
あ
り
ま
せ
ん
が
、
現
実
的
根
拠
は
あ
る
わ
け
で
、
せ

め
て
こ
の
水
準
に
留
め
な
い
と
国
債
発
行
額
に
歯
止
め
が

か
か
ら
な
い
、
と
い
う
も
の
で
す
。
ま
た
、
当
初
予
算
と

実
績
を
比
較
し
ま
す
と
、
国
債
発
行
の
実
績
は
当
初
予
算

を
下
回
る
こ
と
が
多
か
っ
た
。
国
債
発
行
減
額
の
努
力
が

払
わ
れ
た
わ
け
で
す
。

平
成
一
〇
年
度
以
降
に
な
る
と
、
毎
年
の
国
債
依
存
度

は
三
〇
％
を
遥
か
に
超
過
し
、
ま
た
、
国
債
発
行
の
実
績

は
何
時
も
当
初
予
算
を
上
回
っ
て
い
ま
す
。
国
債
増
発
の

危
機
意
識
が
全
く
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
れ
は
、
巨
額
の
国
債

が
発
行
さ
れ
て
も
、
資
金
余
剰
に
よ
っ
て
、
瞬
時
に
市
中

で
消
化
さ
れ
て
し
ま
う
か
ら
で
す
。
資
金
余
剰
で
国
債
が

消
化
さ
れ
ま
す
か
ら
、
政
府
は
無
制
限
に
発
行
し
て
も
問

題
は
な
い
、
と
錯
覚
し
ま
す
。
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危
機
意
識
が
希
薄
と
な
っ
た
も
う
一
つ
の
理
由
は
、
低

金
利
が
持
続
し
、
更
に
長
期
金
利
が
低
下
を
続
け
て
い
る

か
ら
で
す
。
長
期
金
利
の
低
下
が
続
く
と
、
国
債
発
行
残

高
が
急
増
し
て
も
国
債
費
は
そ
れ
ほ
ど
増
え
ま
せ
ん
。
過

去
に
発
行
し
た
国
債
も
低
利
で
借
換
で
き
ま
す
か
ら
、
利

払
費
は
減
少
し
ま
す
。
巨
額
の
国
債
を
発
行
し
て
も
国
債

費
が
増
加
し
ま
せ
ん
か
ら
、
政
府
の
危
機
意
識
が
希
薄
に

な
る
、
と
思
い
ま
す
。

四
、
な
ぜ
日
本
の
国
債
相
場
は
安
定
し

て
い
る
か

⑴

担
税
能
力
に
対
す
る
市
場
の
信
頼

日
本
の
政
府
債
務
は
世
界
最
悪
で
す
が
、
今
日
ま
で
の

と
こ
ろ
、
歳
出
構
造
と
歳
入
構
造
を
見
直
す
財
政
構
造
改

革
の
展
望
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
財
政
構
造
改
革
の

リ
ー
ダ
ー
と
な
る
べ
き
政
権
与
党
の
政
治
基
盤
は
脆
弱
で

す
。
こ
の
た
め
、
Ｃ
Ｄ
Ｓ
市
場
で
は
日
本
国
債
の
保
証
料

が
急
騰
し
、
格
付
け
会
社
は
日
本
国
債
の
格
付
け
を
引
下

げ
た
の
で
し
た
。

と
こ
ろ
が
、
格
付
け
が
引
き
下
げ
ら
れ
た
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
日
本
の
国
債
市
場
は
安
定
的
に
推
移
し
て
い
ま

す
。
国
債
の
市
場
価
格
に
変
化
は
無
く
、
発
行
さ
れ
る
国

債
に
募
集
残
が
生
じ
る
こ
と
な
く
、
瞬
時
に
消
化
さ
れ
て

い
ま
す
。

な
ぜ
、
日
本
の
国
債
市
場
は
国
債
危
機
と
い
わ
れ
な
が

ら
、
安
定
し
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。
最
大
の
理
由
は
、

根
底
に
担
保
能
力
に
対
す
る
市
場
の
信
頼
が
あ
る
か
ら
だ

と
思
い
ま
す
。
国
債
は
租
税
で
担
保
さ
れ
て
い
ま
す
か

ら
、
こ
の
担
保
に
対
す
る
信
頼
が
あ
れ
ば
、
国
債
に
対
す

る
市
場
の
信
頼
は
揺
る
ぎ
ま
せ
ん
。
日
本
の
場
合
、
増
税

の
余
地
が
あ
り
、
社
会
保
障
の
国
民
負
担
率
を
引
上
げ
る

余
地
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
点
が
、
国
債
市
場
が
安
定
し
て

い
る
最
大
の
根
拠
だ
と
思
い
ま
す
。
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先
ほ
ど
触
れ
ま
し
た
が
、
図
表

は
諸
外
国
の
付
加
価

14

値
税
率
の
推
移
を
み
た
も
の
で
す
。
付
加
価
値
税
は
日
本

の
消
費
税
と
同
じ
税
で
、
こ
の
図
表
を
み
ま
す
と
、
日
本

の
消
費
税
率
は
カ
ナ
ダ
と
並
ん
で
五
％
と
一
番
低
い
。
Ｅ

Ｕ
諸
国
の
四
分
の
一
で
す
。
で
す
か
ら
、
日
本
の
消
費
税

率
は
、
諸
外
国
と
比
較
す
る
と
大
幅
引
き
上
げ
の
余
地
が

あ
り
ま
す
。
平
成
二
二
年
度
の
予
算
で
は
、
消
費
税
収
入

は
九
・
六
兆
円
で
し
た
か
ら
、
仮
に
消
費
税
率
を
五
％
引

上
げ
る
と
税
収
は
こ
の
倍
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
所
得
税

や
資
産
税
は
減
税
政
策
に
よ
り
累
進
税
率
が
フ
ラ
ッ
ト
化

し
て
い
ま
す
か
ら
、
累
進
税
率
を
見
直
す
余
地
も
残
さ
れ

て
い
る
、
と
言
え
る
で
し
ょ
う
。

図
表

は
、
国
民
負
担
率
を
諸
外
国
と
比
較
し
た
も
の

15

で
す
。
ア
メ
リ
カ
の
負
担
率
は
一
番
低
い
の
で
す
が
、
健

康
保
険
制
度
な
ど
が
整
備
さ
れ
て
い
な
い
の
で
当
然
の
こ

と
で
す
。
社
会
保
障
制
度
が
整
備
さ
れ
て
い
る
国
と
比
較

し
ま
す
と
、
日
本
は
断
ト
ツ
に
低
い
。
消
費
税
や
所
得

税
、
資
産
税
だ
け
で
な
く
、
社
会
保
障
負
担
率
も
低
い
。

も
っ
と
も
、
社
会
保
障
負
担
率
に
つ
い
て
は
、
世
代
間
の

不
公
平
が
拡
大
し
て
い
る
の
で
、
若
年
層
の
高
負
担
を
軽

減
し
不
公
平
を
解
消
す
る
こ
と
を
考
え
ね
ば
な
り
ま
せ

ん
。
日
本
の
国
民
負
担
率
は
諸
外
国
と
比
較
し
て
低
く
、

こ
れ
も
引
上
げ
の
余
地
が
残
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
日
本
で
は
消
費
税
の
引
上
げ
余
地
が
あ

り
、
国
民
負
担
率
を
引
上
げ
る
余
地
が
残
さ
れ
て
い
ま

す
。
国
債
は
租
税
で
担
保
さ
れ
て
い
る
の
で
、
担
保
が
確

保
さ
れ
て
い
れ
ば
、
国
債
に
対
す
る
信
頼
は
維
持
さ
れ
ま

す
。
日
本
の
国
債
市
場
が
安
定
し
て
い
る
最
大
の
要
因

は
、
市
場
が
担
保
力
を
信
頼
し
て
い
る
点
に
あ
る
、
と
思

い
ま
す
。

⑵

国
内
中
心
の
国
債
保
有
構
造
と
純
個
人
金
融
資
産

国
債
相
場
の
安
定
は
、
更
に
、
国
債
保
有
構
造
と
純
個

人
金
融
資
産
、
経
常
収
支
の
黒
字
、
世
界
第
一
の
債
権
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（
注
）
E
U
に
お
い
て
は
，
1992年

の
E
C
指
令
の
改
正
に
よ
り
，
1993年

以
降
付
加
価
値
税
の
標
準
税
率
を
15％

以
上
と
す
る
こ
と
が
決
め
ら
れ
て
い
る
。

〔
出
所
〕
財
務
省
「
各
種
税
金
の
資
料
」。

h
ttp
://w

w
w
.m
of.g
o.jp
/tax
_p
olicy

/su
m
m
ary
/con

su
m
p
tion
/103.h

tm

図
表
1
4
諸
外
国
の
付
加
価
値
税
率
の
推
移
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（注） １．日本は平成19年度（2007年度）実績、諸外国は、OECD “Revenue Statistics 1965-2008”

及び同“National Accounts 1996-2007”等による。なお、日本の平成22年度（2010年度）予算

ベースでは、国民負担率：39.0％、租税負担率：21.5％、個人所得課税：7.2％、法人所得

課税：3.4％、消費課税：7.1％、資産課税等：3.9％、社会保障負担率：17.5％となってい

る。

２．租税負担率は国税及び地方税の合計の数値である。また所得課税には資産性所得に対す

る課税を含む。

３．四捨五入の関係上、各項目の計数の和が合計値と一致しないことがある。

４．老年人口比率については、日本は2007年の推計値（国立社会保障・人口問題研究所「日

本の将来推計人口」（平成18年（2006年）12月推計）による）、諸外国は2005年の数値（国

際連合“World Population Prospects: The 2008 Revision Population Database”による）であ

る。なお、日本の2010年の推計値は23.1となっている。

〔出所〕 財務省「わが国税制・財政の現状全般に関する資料」（平成22年10月現在）

http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/020_1.htm

図表15 国民負担率の国際比較



国
、
こ
う
し
た
要
因
に
よ
っ
て
も
支
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
多
く
の
論
者
が
指
摘
す
る
通
り
だ

と
思
い
ま
す
。

ギ
リ
シ
ャ
の
財
政
危
機
は
政
府
債
務
の
累
増
に
よ
っ
て

発
生
し
た
の
で
す
が
、
危
機
発
生
の
以
前
か
ら
政
府
債
務

は
累
増
し
て
い
ま
し
た
。
Ｐ
Ｉ
Ｉ
Ｇ
Ｓ
諸
国
も
政
府
債
務

が
累
増
し
て
い
ま
し
た
。
し
か
し
、
ギ
リ
シ
ャ
の
財
政
危

機
が
表
面
化
す
る
の
は
二
〇
一
〇
年
四
月
二
三
日
で
す
。

五
月
に
予
定
さ
れ
て
い
る
国
債
償
還
が
怪
し
く
な
り
、
ギ

リ
シ
ャ
国
債
を
保
有
し
て
い
る
外
国
金
融
機
関
が
一
斉
に

国
債
を
売
却
し
た
か
ら
で
し
た
。

外
資
は
危
機
に
対
し
て
敏
感
で
、
危
機
を
増
幅
し
ま

す
。
外
資
は
ギ
リ
シ
ャ
国
債
に
空
売
り
を
浴
び
せ
、
同
時

に
、
Ｃ
Ｄ
Ｓ
市
場
で
ギ
リ
シ
ャ
国
債
の
保
証
料
を
つ
り
あ

げ
、
こ
れ
に
よ
っ
て
ギ
リ
シ
ャ
国
債
相
場
は
一
挙
に
悪
化

し
た
の
で
す
。
国
債
が
国
内
で
保
有
さ
れ
て
い
れ
ば
、
危

機
の
増
幅
は
回
避
で
き
る
わ
け
で
、
イ
タ
リ
ア
国
債
の
危

機
が
表
面
化
し
な
い
の
も
、
国
債
保
有
構
造
が
国
内
中
心

だ
か
ら
で
す
。
日
本
も
同
様
で
、
国
内
の
金
融
機
関
中
心

の
保
有
構
造
と
な
っ
て
い
ま
す
か
ら
、
危
機
の
増
幅
を
回

避
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

何
時
ま
で
国
内
中
心
の
国
債
消
化
が
可
能
か
、
と
い
う

こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
今
の
と
こ
ろ
、
純
個
人
金
融
資
産

は
政
府
長
期
債
務
を
差
し
引
い
た
残
り
が
約
二
百
兆
円
あ

り
ま
す
し
、
経
常
収
支
が
黒
字
で
あ
れ
ば
外
資
に
よ
る
国

債
消
化
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
し
、
世
界
第
一
の
債
権
国

で
す
か
ら
投
資
収
入
も
あ
り
ま
す
。
で
す
か
ら
、
こ
の
数

年
間
は
、
国
内
で
国
債
消
化
を
続
け
る
こ
と
が
可
能
だ
と

思
い
ま
す
。

で
す
が
、
保
有
構
造
が
国
内
中
心
と
言
っ
て
安
心
で
き

ま
せ
ん
。
国
債
の
信
認
が
失
わ
れ
る
と
、
国
内
の
金
融
機

関
は
一
斉
に
国
債
を
購
入
す
る
こ
と
を
止
め
る
で
し
ょ

う
。
昭
和
五
十
五
年
の
半
ば
の
こ
と
で
す
が
、
シ
団
金
融

機
関
は
国
債
の
発
行
金
利
が
低
す
ぎ
る
と
し
て
、
国
債
の
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引
受
を
拒
否
し
ま
し
た
。
未
達
が
起
こ
っ
た
の
で
す
。
昭

和
五
十
五
年
以
降
、
国
債
応
募
者
利
回
り
が
市
場
実
勢
を

下
回
る
と
、
未
達
は
日
常
化
し
て
い
き
ま
し
た
。
国
債
の

信
頼
が
失
わ
れ
る
と
、
国
内
の
金
融
機
関
と
い
え
ど
も
リ

ス
ク
を
承
知
で
購
入
な
ど
し
ま
せ
ん
。
国
内
中
心
の
保
有

構
造
だ
と
言
っ
て
決
し
て
安
心
で
き
な
い
わ
け
で
、
何
よ

り
、
国
債
に
対
す
る
信
頼
の
確
保
が
重
要
で
す
。

⑶

日
銀
の
金
融
政
策
と
国
債
相
場
の
維
持

三
つ
目
は
、
長
期
金
利
が
低
利
で
安
定
し
て
い
る
と
い

う
こ
と
、
長
期
に
亘
っ
て
低
金
利
が
続
い
て
い
る
こ
と
、

こ
れ
が
国
債
相
場
の
安
定
を
保
証
し
て
い
ま
す
。

こ
の
二
十
年
近
く
、
世
界
の
金
利
は
資
金
余
剰
で
低
金

利
が
続
い
て
い
ま
す
。
資
金
余
剰
に
な
っ
た
の
は
、
世
界

の
貯
金
が
増
え
た
か
ら
で
は
な
く
、
各
国
の
新
規
投
資
が

増
え
な
い
か
ら
で
あ
っ
て
、
こ
の
た
め
資
金
余
剰
と
な

り
、
低
金
利
が
続
い
て
い
る
わ
け
で
す
。
日
本
で
も
、
ま

だ
ま
だ
低
経
済
成
長
の
状
態
か
ら
脱
出
す
る
道
筋
が
見
え

な
い
。
道
筋
が
見
え
な
い
限
り
、
現
在
の
超
低
金
利
政
策

は
継
続
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
低
金
利
が
継
続
し

て
い
れ
ば
、
安
心
し
て
金
融
機
関
は
国
債
を
買
い
続
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

今
日
で
は
金
融
政
策
が
財
政
政
策
に
接
近
し
、
日
本
銀

行
は
、
本
来
な
ら
ば
財
政
政
策
に
入
る
べ
き
領
域
に
ま
で

も
踏
み
込
ん
で
国
債
相
場
を
支
え
よ
う
と
し
て
お
り
ま

す
。
こ
う
し
た
安
心
感
が
国
債
相
場
を
安
定
さ
せ
て
い
る

要
因
に
な
っ
て
い
る
と
思
い
ま
す
。

⑷

国
債
市
場
の
イ
ン
フ
ラ
整
備

ま
た
、
最
近
に
な
っ
て
国
債
市
場
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
が

急
速
に
進
み
ま
し
た
。
国
債
決
済
制
度
が
整
備
さ
れ
、
受

け
渡
し
期
間
の
短
縮
、
Ｒ
Ｔ
Ｇ
Ｓ
、
国
債
清
算
機
構
が
創

設
さ
れ
ま
し
た
。
国
債
市
場
流
動
性
は
著
し
く
高
ま
り
ま

し
た
。
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
っ
て
諸
外
国
の
国
債
市
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場
は
混
乱
し
ま
し
た
が
、
日
本
の
国
債
市
場
は
イ
ン
フ
ラ

整
備
に
よ
っ
て
混
乱
を
回
避
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

も
し
イ
ン
フ
ラ
整
備
が
進
ん
で
い
な
け
れ
ば
、
国
債
市
場

は
大
混
乱
を
来
た
し
た
と
思
い
ま
す
。

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
っ
て
レ
ポ
市
場
の
重
要
性
が

再
認
識
さ
れ
る
と
と
も
に
、
そ
こ
で
の
問
題
点
も
浮
か
び

上
が
り
ま
し
た
。
国
債
市
場
を
安
定
さ
せ
る
た
め
、
現

在
、
二
つ
の
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
が
国
債
流
動
性
の
向

上
と
レ
ポ
市
場
の
整
備
に
向
け
て
作
業
を
続
け
て
お
ら
れ

ま
す
。
こ
う
し
た
イ
ン
フ
ラ
整
備
が
国
債
相
場
の
安
定
に

資
し
て
い
る
と
思
い
ま
す
。

五
、
日
本
の
国
債
は
本
当
に
大
丈
夫
か

⑴

問
題
の
核
心
は
何
処
に
あ
る
か

財
政
は
危
機
的
状
況
に
あ
り
な
が
ら
国
債
市
場
が
安
定

し
て
い
る
の
は
、
日
本
の
財
政
は
再
建
可
能
だ
と
市
場
が

判
断
し
て
い
る
か
ら
で
し
た
。
消
費
税
の
引
上
げ
余
地
が

あ
り
、
国
民
負
担
率
を
引
上
げ
る
余
地
が
残
さ
れ
て
い
ま

す
。
担
税
能
力
が
あ
れ
ば
、
政
府
債
務
を
削
減
し
て
プ
ラ

イ
マ
リ
ー
・
バ
ラ
ン
ス
を
回
復
す
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

財
政
構
造
改
革
を
推
進
す
る
こ
と
が
可
能
と
市
場
が
判
断

し
て
い
る
か
ら
、
国
債
残
高
が
こ
れ
ほ
ど
積
み
あ
が
っ
て

も
、
国
債
市
場
は
安
定
し
て
い
る
の
だ
と
思
い
ま
す
。
財

政
再
建
政
策
の
行
く
末
を
見
届
け
る
ま
で
の
間
、
国
債
危

機
は
潜
在
化
し
て
い
る
わ
け
で
す
。

こ
こ
で
財
政
構
造
改
革
に
断
固
た
る
意
志
で
取
り
組
ま

な
け
れ
ば
、
市
場
の
信
頼
は
失
わ
れ
、
国
債
危
機
は
顕
在

化
し
ま
す
。
改
革
の
た
め
の
時
間
は
、
も
う
、
そ
れ
ほ
ど

残
っ
て
い
ま
せ
ん
。
新
規
国
債
発
行
額
が
五
〇
兆
円
規
模

で
発
行
さ
れ
ま
す
と
、
純
個
人
金
融
資
産
は
数
年
で
底
を

着
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。
国
債
に
対
す
る
信
頼
が
揺
る
ぎ

ま
す
と
、
国
債
相
場
は
即
座
に
暴
落
し
ま
す
が
、
そ
の
時

に
は
手
遅
れ
で
す
。
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問
題
の
核
心
は
二
つ
あ
る
と
思
い
ま
す
。
ま
ず
、
日
本

の
財
政
が
危
機
的
状
況
に
あ
る
こ
と
を
冷
静
に
認
識
す
る

こ
と
、
次
に
、
こ
の
認
識
の
上
で
断
固
た
る
決
意
で
財
政

改
革
に
取
り
組
む
こ
と
で
す
。
改
革
の
青
写
真
を
作
成
す

る
こ
と
で
す
。

危
機
を
招
い
た
根
本
原
因
は
、
財
政
膨
張
と
減
税
政
策

で
し
た
。
財
政
規
律
を
失
っ
た
結
果
、
今
日
の
事
態
を
招

い
た
の
で
す
。
そ
う
で
あ
れ
ば
、
歳
出
構
造
を
見
直
し
、

減
税
政
策
を
見
直
す
こ
と
が
財
政
再
建
の
出
発
点
で
あ
る

は
ず
で
す
。
財
政
構
造
を
見
直
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
プ
ラ

イ
マ
リ
ー
・
バ
ラ
ン
ス
の
回
復
し
な
け
れ
ば
、
政
府
債
務

は
更
に
増
加
し
て
い
き
ま
す
。
社
会
保
障
制
度
に
つ
い
て

言
え
ば
、
今
の
社
会
保
障
を
維
持
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
受

益
者
負
担
を
見
直
し
て
世
代
間
の
不
公
平
を
是
正
し
た
上

で
、
消
費
税
を
引
上
げ
る
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。
増
税
を
拒

否
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
社
会
保
障
を
大
幅
に
引
下
げ
る
し

か
選
択
肢
は
あ
り
ま
せ
ん
。

国
債
相
場
の
安
定
は
、
問
題
の
核
心
を
認
識
し
て
、
財

政
構
造
改
革
に
取
り
組
む
こ
と
、
こ
の
点
に
依
存
し
て
い

る
と
思
い
ま
す
。

⑵

国
民
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
は
形
成
さ
れ
て
い
る

歳
出
構
造
と
歳
入
構
造
を
見
直
す
と
い
う
こ
と
、
こ
の

財
政
再
建
の
核
心
に
つ
い
て
は
、
国
民
の
間
に
は
認
識
が

共
有
さ
れ
て
い
る
と
思
い
ま
す
。
そ
し
て
、
国
民
の
コ
ン

セ
ン
サ
ス
は
形
成
さ
れ
て
い
る
と
思
い
ま
す
。
先
週
の
世

論
調
査
で
は
、
消
費
税
の
引
き
上
げ
は
や
む
な
し
と
、
四

六
％
が
承
認
し
て
い
ま
し
た
。
回
答
な
し
も
あ
り
ま
し
た

か
ら
、
賛
成
が
反
対
を
上
回
っ
て
い
ま
し
た
。
今
年
の
一

月
の
調
査
で
も
、
消
費
税
の
引
上
げ
に
つ
い
て
、
賛
成
が

反
対
を
上
回
っ
て
い
ま
す
。
増
税
は
嫌
だ
け
れ
ど
、
社
会

保
障
制
度
は
守
ら
ね
ば
な
ら
な
い
、
そ
の
為
に
は
増
税
も

や
む
を
得
な
い
、
と
国
民
は
考
え
て
い
る
の
で
す
。

政
権
与
党
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
つ
い
て
は
ど
う
で
し
ょ
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う
か
。
二
〇
〇
九
年
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
で
は
財
源
の
裏
付

け
の
な
い
ま
ま
、
子
供
手
当
・
農
家
戸
別
所
得
保
障
・
高

校
実
質
無
償
化
・
高
速
道
路
無
料
化
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ

ま
し
た
。
世
論
調
査
に
よ
り
ま
す
と
、
見
直
す
べ
き
と
す

る
の
が
七
六
％
、
こ
の
ま
ま
で
よ
ろ
し
い
と
い
う
の
は
一

六
％
に
過
ぎ
ま
せ
ん
。
我
々
日
本
国
民
は
、
日
本
が
大
変

な
財
政
危
機
の
状
態
に
あ
る
、
と
い
う
危
機
感
を
共
有
し

て
い
る
と
思
い
ま
す
。
危
機
を
回
避
す
る
た
め
、
歳
出
構

造
と
歳
入
構
造
を
見
直
さ
ね
ば
な
ら
な
い
、
こ
の
点
に
関

す
る
コ
ン
セ
ン
サ
ス
が
形
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

私
ご
と
に
な
っ
て
恐
縮
で
す
が
、
昨
年
末
に
研
究
所
の

出
版
物
で
あ
る
﹃
証
研
レ
ポ
ー
ト
﹄
に
、﹁
日
本
の
政
府

債
務
は
な
ぜ
世
界
最
悪
に
な
っ
た
か
﹂
と
い
う
小
論
を
書

き
ま
し
た
。
そ
う
し
た
ら
、
驚
い
た
こ
と
に
ヤ
フ
ー
の

ニ
ュ
ー
ス
に
そ
れ
が
紹
介
さ
れ
た
わ
け
で
す
。
ス
ポ
ー
ツ

記
事
、
芸
能
人
の
ス
キ
ャ
ン
ダ
ル
と
並
ん
で
堅
物
の
小
論

が
ヤ
フ
ー
の
ト
ピ
ッ
ク
ス
に
載
る
わ
け
で
す
か
ら
、
こ
れ

に
は
も
う
、
び
っ
く
り
し
ま
し
た
。
日
本
の
財
政
危
機
が

お
茶
の
間
の
話
題
に
な
っ
て
い
る
の
で
す
。
改
め
て
、
危

機
感
を
国
民
は
共
有
し
て
い
る
の
だ
、
と
感
じ
ま
し
た
。

⑶

か
く
も
認
識
不
足
の
政
治
リ
ー
ダ
ー

と
こ
ろ
が
、
日
本
の
政
治
リ
ー
ダ
ー
に
は
こ
の
危
機
感

が
欠
如
し
て
い
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
与
党
の
マ

ニ
フ
ェ
ス
ト
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
断
片
的
な
発
言
は

あ
っ
て
も
、
全
体
と
し
て
の
見
直
し
は
行
わ
れ
て
い
ま
せ

ん
。
ま
た
、
驚
く
べ
き
こ
と
に
、
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
を
死
守

せ
よ
と
い
う
こ
と
で
与
党
の
中
で
反
乱
が
起
こ
っ
て
い
ま

す
。
更
に
驚
い
た
こ
と
に
、
も
っ
と
税
金
を
減
ら
せ
と
い

う
意
見
も
出
て
い
ま
す
。
一
体
ど
う
な
っ
て
い
る
の
だ
ろ

う
か
、
最
高
責
任
者
の
政
権
与
党
は
、
日
本
の
将
来
を
ど

の
よ
う
に
考
え
て
い
る
の
か
、
と
慨
嘆
し
ま
す
。

菅
内
閣
は
昨
年
六
月
、
財
政
改
革
の
目
標
を
掲
げ
ま
し

た
。
と
こ
ろ
が
、
本
年
六
月
を
目
標
と
し
た
改
革
は
、
今
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な
お
具
体
的
な
形
で
議
論
の
溯
上
に
登
っ
て
い
ま
せ
ん
。

肝
心
の
与
党
内
に
異
論
が
あ
り
、
ま
た
、
ね
じ
れ
国
会
で

議
論
が
前
に
進
ま
な
い
の
で
し
ょ
う
。

財
政
政
策
は
時
の
政
権
与
党
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
ま

す
。
今
日
の
財
政
危
機
を
招
い
た
の
は
、
当
時
の
与
党
、

現
在
の
野
党
で
す
。
与
党
も
野
党
も
財
政
危
機
に
立
ち
向

か
う
共
同
責
任
が
あ
り
ま
す
。
財
政
構
造
改
革
の
議
論
が

進
ま
な
い
の
は
、
政
治
リ
ー
ダ
ー
の
責
任
で
あ
り
、
危
機

に
対
す
る
認
識
不
足
に
よ
る
も
の
と
思
う
の
で
す
。

財
政
再
建
の
余
地
が
残
さ
れ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
責
任
者
の
リ
ー
ダ
ー
が
財
政
構
造
改
革
に
取
り
組
ま

な
け
れ
ば
、
財
政
危
機
を
克
服
で
き
ま
せ
ん
。
日
本
の
国

債
は
本
当
に
大
丈
夫
か
、
こ
の
問
題
は
、
今
日
で
は
政
治

リ
ー
ダ
ー
の
断
固
た
る
意
志
と
実
行
力
に
依
存
し
て
い
る

と
思
い
ま
す
。

⑷

ア
タ
リ
政
策
委
員
会
﹁
第
二
次
報
告
書
﹂
か
ら
学
ぶ

こ
と

こ
う
し
た
日
本
の
現
状
を
考
え
て
い
る
時
、
ア
タ
リ
政

策
委
員
会
の
﹁
第
二
次
報
告
書
﹂
が
発
表
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
報
告
書
は
日
本
の
問
題
を
考
え
る
場
合
、
と
て
も
参

考
に
な
る
と
思
い
ま
す
。
御
存
じ
の
方
も
多
い
と
思
い
ま

す
が
、
フ
ラ
ン
ス
の
サ
ル
コ
ジ
大
統
領
は
ジ
ャ
ッ
ク
・
ア

タ
リ
さ
ん
の
﹃
二
一
世
紀
の
歴
史
﹄
を
読
ん
で
感
激
し
、

フ
ラ
ン
ス
が
取
り
組
ま
ね
ば
な
ら
な
い
課
題
を
、
ア
タ
リ

さ
ん
に
依
頼
し
ま
す
。
こ
の
依
頼
で
ア
タ
リ
政
策
委
員
会

が
結
成
さ
れ
、
二
〇
〇
八
年
の
第
一
次
報
告
書
で
は
﹁
フ

ラ
ン
ス
を
変
革
す
る
た
め
の
三
〇
〇
の
提
案
﹂
が
纏
め
ら

れ
ま
し
た
。
こ
れ
を
読
ん
だ
サ
ル
コ
ジ
大
統
領
は
、
こ
の

課
題
に
優
先
順
位
を
つ
け
て
欲
し
い
と
依
頼
し
、
第
二
次

報
告
書
が
昨
年
の
一
〇
月
に
発
表
さ
れ
た
の
で
す
。

報
告
書
作
成
の
メ
ン
バ
ー
は
超
党
派
で
構
成
さ
れ
、
経

済
界
の
大
物
、
企
業
の
風
雲
児
、
学
者
、
文
学
者
、
外
国
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人
、
合
計
四
四
名
が
、
毎
週
二
回
か
ら
三
回
、
夜
の
六
時

か
ら
十
一
時
ま
で
、
フ
ラ
ン
ス
の
経
済
を
再
生
す
る
た
め

に
は
何
が
必
要
か
、
六
カ
月
間
に
亘
っ
て
議
論
を
重
ね
ま

し
た
。
そ
し
て
、
昨
年
一
〇
月
に
報
告
書
が
出
た
わ
け
で

す
。
そ
の
概
要
は
、
緊
急
課
題
は
二
つ
あ
る
、
一
つ
は
公

的
債
務
の
削
減
、
二
つ
目
に
若
者
が
明
る
い
未
来
を
持
て

る
よ
う
に
す
る
こ
と
、
と
し
て
い
ま
す
。
様
々
の
課
題
に

優
先
順
位
を
つ
け
て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
最
も
緊
急
性
が

高
い
政
策
は
公
的
債
務
の
削
減
で
あ
る
と
し
て
、
具
体
的

に
は
、
財
政
管
理
の
復
活
、
こ
れ
は
世
代
間
の
連
帯
感
の

基
盤
だ
と
力
説
し
、
財
政
再
建
に
よ
っ
て
国
家
主
権
を
保

護
す
る
こ
と
に
な
る
、
こ
の
よ
う
に
報
告
し
て
い
ま
す
。

そ
し
て
、
公
的
債
務
削
減
は
断
固
た
る
政
治
的
意
思
に

よ
っ
て
の
み
実
現
で
き
る
の
だ
、
と
力
説
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
も
う
大
賛
成
で
、
我
々
は
、
こ
の
ア
タ
リ
政
策
委

員
会
の
報
告
書
か
ら
学
ぶ
べ
き
こ
と
が
大
き
い
と
思
い
ま

す
。

最
後
の
方
は
持
ち
時
間
が
無
く
な
り
、
レ
ジ
メ
に
委
ね

て
省
略
し
ま
し
た
の
で
、
お
分
か
り
に
く
い
と
こ
ろ
が
多

か
っ
た
だ
ろ
う
と
思
い
ま
す
が
、
ご
寛
容
く
だ
さ
い
。
ご

静
聴
い
た
だ
き
有
難
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。︵
拍
手
︶

若
林
常
務
理
事

中
島
先
生
、
ど
う
も
あ
り
が
と
う
ご
ざ

い
ま
し
た
。
我
が
国
の
財
政
構
造
を
め
ぐ
る
さ
ま
ざ
ま
な

問
題
を
い
ろ
い
ろ
な
角
度
か
ら
分
析
し
て
い
た
だ
き
、
大

変
示
唆
に
富
む
と
こ
ろ
が
多
か
っ
た
と
思
い
ま
す
。

こ
こ
で
若
干
時
間
も
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
の
で
、
御

質
問
、
御
意
見
等
を
お
受
け
し
た
い
と
思
い
ま
す
が
、
い

か
が
で
し
ょ
う
か
。

質
問
者

あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

御
主
張
は
一
〇
〇
％
理
解
で
き
る
の
で
す
が
、
現
実
の

マ
ー
ケ
ッ
ト
が
こ
れ
だ
け
低
金
利
を
維
持
し
て
い
る
理
由

は
、
先
生
は
何
だ
と
思
い
ま
す
か
。

そ
れ
か
ら
、
黒
船
で
は
な
い
で
す
け
れ
ど
も
、
ど
う
い
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う
時
点
で
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
ア
ラ
ー
ム
が
鳴
り
出
す
の
か
、

い
つ
ご
ろ
と
い
う
の
を
か
ね
が
ね
考
え
て
い
る
ん
で
す

が
、
御
意
見
を
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

中
島

繰
り
返
し
に
な
り
ま
す
が
、
財
政
危
機
に
直
面
し

て
い
る
の
に
国
債
市
場
が
安
定
し
て
い
る
最
大
の
理
由

は
、
日
本
の
国
債
に
は
担
保
能
力
が
あ
る
、
増
税
の
余
地

が
残
さ
れ
て
い
る
、
財
政
再
建
の
余
地
が
残
さ
れ
て
い

る
、
市
場
が
こ
の
よ
う
に
判
断
し
て
い
る
か
ら
だ
と
思
い

ま
す
。

で
あ
れ
ば
、
こ
の
ま
ま
ず
っ
と
い
っ
て
大
丈
夫
な
の
か

と
い
っ
た
ら
、
そ
れ
は
と
ん
で
も
な
い
こ
と
で
あ
っ
て
、

歳
出
を
見
直
し
、
増
税
に
よ
っ
て
歳
入
を
増
や
す
改
革
を

断
行
し
な
け
れ
ば
、
も
う
間
違
い
な
く
破
綻
す
る
こ
と
は

目
に
見
え
て
い
ま
す
。
ど
う
い
う
条
件
が
生
ま
れ
た
時
に

破
綻
が
顕
在
化
す
る
の
か
に
つ
い
て
は
、
一
つ
に
は
、
ご

指
摘
の
金
利
が
反
転
し
た
時
で
す
。
資
金
余
剰
か
ら
資
金

不
足
に
な
っ
た
時
、
現
在
の
低
金
利
を
維
持
す
る
こ
と
が

不
可
能
に
な
り
ま
す
。
資
金
余
剰
は
こ
の
二
〇
年
ほ
ど
前

か
ら
、
世
界
的
な
投
資
不
足
に
よ
っ
て
生
じ
て
い
る
わ
け

で
、
世
界
の
貯
蓄
額
が
増
え
て
い
る
か
ら
資
金
余
剰
に

な
っ
た
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
中
国
や
イ
ン
ド
等
の
設
備

投
資
が
拡
大
す
れ
ば
、
資
金
余
剰
か
ら
資
金
不
足
の
時
代

に
な
り
ま
す
。
そ
し
て
、
長
期
金
利
は
上
昇
し
て
い
く
で

し
ょ
う
。
そ
れ
ま
で
に
、
日
本
は
財
政
改
革
を
終
わ
ら
ね

ば
な
り
ま
せ
ん
。
残
さ
れ
た
時
間
は
余
り
無
い
、
と
思
い

ま
す
。

も
う
一
つ
は
、
高
齢
化
に
よ
っ
て
貯
蓄
率
が
低
下
し
て

い
ま
す
が
、
そ
の
貯
蓄
が
現
在
の
水
準
を
維
持
す
る
こ
と

が
で
き
な
く
な
っ
た
時
、
つ
ま
り
家
計
部
門
の
貯
蓄
が
少

な
く
な
っ
た
時
で
す
。
そ
れ
と
、
日
本
の
経
常
収
支
の
問

題
で
す
。
経
常
収
支
が
赤
字
に
な
れ
ば
、
国
内
資
金
で
国

債
を
消
化
す
る
こ
と
が
難
し
く
な
り
、
外
国
資
本
に
依
存

せ
ざ
る
を
得
な
く
な
り
ま
す
。
外
国
資
本
は
市
場
の
動
き

を
増
幅
し
ま
す
か
ら
、
突
如
と
し
て
国
債
危
機
が
顕
在
化
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す
る
、
と
思
い
ま
す
。

日
本
は
世
界
最
大
の
債
権
国
だ
か
ら
そ
れ
ほ
ど
心
配
す

る
必
要
も
な
い
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
が
、
黒
字
倒
産
だ
っ

て
あ
る
わ
け
で
、
そ
の
時
々
の
国
債
償
還
が
不
可
能
に
な

れ
ば
、
即
座
に
国
債
の
市
場
価
格
は
暴
落
し
て
危
機
的
状

況
に
な
る
、
と
思
い
ま
す
。

若
林
常
務
理
事

よ
ろ
し
ゅ
う
ご
ざ
い
ま
す
か
。
そ
れ
で

は
、
ほ
か
に
ご
ざ
い
ま
せ
ん
で
し
ょ
う
か
。

質
問
者

ち
ょ
っ
と
抽
象
的
な
質
問
を
さ
せ
て
い
た
だ
き

た
い
ん
で
す
が
、
財
政
改
革
を
し
て
い
く
に
つ
い
て
、
現

在
の
政
治
・
政
策
構
造
の
改
革
か
ら
始
め
る
と
い
う
か
、

正
常
化
さ
せ
る
た
め
に
、
衆
議
院
選
、
参
議
院
選
の
票
格

差
を
是
正
す
る
こ
と
で
、
例
え
ば
今
の
政
治
構
造
を
よ
り

正
常
化
し
て
、
そ
れ
に
よ
っ
て
財
政
構
造
を
変
え
て
い
く

政
治
の
動
き
に
な
る
か
ど
う
か
。
ち
ょ
っ
と
わ
か
り
づ
ら

い
の
で
す
け
れ
ど
も
、
そ
う
い
う
議
論
は
あ
っ
た
の
で

し
ょ
う
か
。
も
し
あ
っ
た
の
で
あ
れ
ば
、
何
か
論
文
と
か

参
考
に
な
る
も
の
が
あ
れ
ば
、
教
え
て
い
た
だ
き
た
い
と

思
い
ま
す
。

中
島

平
成
に
入
っ
て
か
ら
こ
れ
ま
で
の
財
政
政
策
の
推

移
を
辿
っ
て
み
ま
す
と
、
財
政
再
建
は
時
の
政
権
与
党
が

ど
の
よ
う
な
識
見
を
持
っ
て
財
政
再
建
に
取
り
組
む
か
、

こ
の
点
が
決
定
的
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

平
成
時
代
に
な
っ
て
財
政
規
律
が
著
し
く
低
下
し
て
い

ま
す
が
、
一
つ
に
は
小
選
挙
区
制
に
も
原
因
が
あ
る
と
思

い
ま
す
。
小
選
挙
区
制
は
各
党
一
名
で
す
か
ら
、
同
じ
政

党
内
で
も
意
見
の
対
立
が
表
に
出
て
こ
な
い
。
自
民
党
の

時
代
で
も
健
全
財
政
主
義
と
拡
張
的
財
政
主
義
の
激
烈
な

対
立
が
あ
り
ま
し
た
が
、
小
選
挙
区
制
で
は
党
内
に
お
け

る
論
争
が
選
挙
の
争
点
と
は
な
り
ま
せ
ん
。
政
治
に
無
知

で
あ
っ
て
も
世
間
に
名
前
の
知
ら
れ
た
候
補
者
が
多
く
な

り
、
当
選
者
の
資
質
が
低
下
せ
ざ
る
を
え
な
い
。
ま
た
、

政
権
与
党
が
絶
対
多
数
を
獲
得
で
き
な
か
っ
た
時
に
は
連

合
政
権
が
生
ま
れ
ま
す
が
、
連
合
政
権
は
政
治
基
盤
が
弱
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い
の
で
、
小
数
与
党
の
要
求
を
丸
呑
み
せ
ざ
る
を
得
ま
せ

ん
。
次
々
と
出
さ
れ
る
少
数
与
党
の
要
求
を
受
入
れ
る

と
、
必
然
的
に
財
政
支
出
は
膨
れ
上
が
り
、
財
政
規
律
は

完
全
に
失
わ
れ
ま
す
。
今
日
で
は
、
小
選
挙
区
制
の
デ
メ

リ
ッ
ト
だ
け
が
表
面
化
し
て
い
ま
す
。

昭
和
五
〇
年
代
と
現
在
の
問
題
と
比
較
し
て
考
え
る
の

で
す
が
、
昭
和
五
〇
年
代
の
初
め
に
も
、
国
債
大
量
発
行

に
よ
っ
て
財
政
イ
ン
フ
レ
に
な
り
大
変
な
こ
と
に
な
る

じ
ゃ
な
い
か
、
と
い
う
危
機
に
基
づ
い
た
議
論
が
行
わ
れ

ま
し
た
。
現
在
の
議
論
と
そ
の
当
時
を
比
較
し
て
み
ま
す

と
、
昭
和
五
〇
年
代
に
は
、
財
政
政
策
と
金
融
政
策
と
が

一
体
化
し
て
い
て
、
そ
れ
を
分
離
す
る
と
い
う
こ
と
、
国

債
の
市
中
消
化
を
進
め
て
い
く
た
め
に
は
金
融
政
策
を
根

底
か
ら
変
え
て
い
か
な
け
れ
ば
い
け
な
い
と
い
う
こ
と
が

問
題
で
、
非
常
に
複
雑
だ
っ
た
と
思
い
ま
す
。
現
在
の
問

題
は
、
昭
和
五
〇
年
代
と
比
較
し
ま
す
と
、
は
る
か
に
単

純
だ
と
思
う
の
で
す
。
昭
和
五
〇
年
代
に
は
、
何
か
ら
手

を
つ
け
て
い
け
ば
よ
い
か
、
混
乱
状
態
で
し
た
が
、
現
在

で
す
と
、
何
を
や
ら
な
く
て
は
い
け
な
い
か
、
国
民
は

ち
ゃ
ん
と
理
解
し
て
い
る
と
思
う
の
で
す
。
そ
れ
を
ど
の

よ
う
に
や
っ
て
い
く
の
か
、
責
任
を
持
つ
政
治
リ
ー
ダ
ー

が
そ
の
課
題
に
ど
の
よ
う
に
応
え
て
い
く
の
か
、
そ
こ
に

か
か
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

こ
の
点
に
関
す
る
具
体
的
な
研
究
と
か
書
物
に
つ
い
て

の
御
質
問
が
あ
り
ま
し
た
が
、
不
勉
強
の
た
め
今
の
と
こ

ろ
、
す
ぐ
に
思
い
当
た
る
も
の
が
あ
り
ま
せ
ん
。
申
し
訳

あ
り
ま
せ
ん
。

若
林
常
務
理
事

よ
ろ
し
ゅ
う
ご
ざ
い
ま
す
か
。
ほ
か

に
、
ど
う
ぞ
。

質
問
者

大
変
わ
か
り
や
す
い
話
を
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い

ま
し
た
。
特
に
印
象
に
残
っ
た
の
が
、
赤
字
国
債
借
換

ル
ー
ル
を
変
更
し
た
こ
と
を
強
調
さ
れ
て
い
た
部
分
で
ご

ざ
い
ま
し
て
、
こ
の
点
に
つ
い
て
二
つ
お
伺
い
し
た
い
の

で
す
。
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一
つ
は
、
も
し
こ
れ
が
日
本
で
債
務
が
膨
れ
て
い
る
大

き
な
原
因
で
あ
る
と
す
る
な
ら
ば
、
逆
に
言
う
と
、
海
外

で
は
こ
う
い
っ
た
借
り
か
え
は
そ
れ
ほ
ど
認
め
ら
れ
て
い

な
い
と
い
う
理
解
で
よ
ろ
し
い
の
か
ど
う
か
。
こ
れ
は
私

の
知
識
不
足
に
よ
る
と
こ
ろ
な
の
で
す
け
れ
ど
も
、
こ
れ

は
日
本
に
特
別
の
ル
ー
ル
な
の
か
ど
う
か
と
い
う
の
が
一

つ
知
り
た
か
っ
た
こ
と
で
す
。

も
う
一
つ
は
、
中
島
先
生
は
、
現
在
、
こ
れ
か
ら
で
も

現
金
償
還
を
す
る
ル
ー
ル
に
戻
す
べ
き
と
考
え
て
お
ら
れ

る
か
ど
う
か
。
こ
の
二
点
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

中
島

日
本
に
は
、
第
二
次
世
界
大
戦
中
の
苦
い
経
験
に

基
づ
く
の
で
し
ょ
う
か
、
国
債
発
行
に
つ
い
て
は
非
常
に

厳
し
い
制
限
が
あ
り
ま
し
て
、
御
存
じ
の
と
お
り
、
財
政

法
第
四
条
で
国
債
発
行
に
つ
い
て
厳
し
い
制
限
を
課
し
て

い
ま
す
。
財
政
法
第
四
条
で
は
、
ま
ず
、
非
募
債
主
義
を

原
則
と
し
、
次
い
で
但
し
書
き
で
公
共
事
業
の
範
囲
内
で

建
設
国
債
の
発
行
を
認
め
、
赤
字
国
債
に
つ
い
て
は
発
行

を
禁
止
し
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
厳
し
い
制
限
は
日
本
固

有
の
も
の
で
、
財
政
規
律
を
維
持
す
る
た
め
の
規
定
だ
と

思
い
ま
す
。
財
政
法
で
赤
字
国
債
が
禁
止
さ
れ
て
い
る
の

で
、
財
政
法
第
四
条
の
特
例
と
し
て
、
特
例
公
債
法
で
赤

字
国
債
が
発
行
さ
れ
ま
す
が
、
こ
の
特
例
公
債
法
で
赤
字

国
債
の
償
還
は
現
金
償
還
と
明
記
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
こ

れ
は
財
政
規
律
を
守
る
た
め
で
あ
り
、
赤
字
国
債
の
発
行

は
で
き
る
だ
け
避
け
ね
ば
な
ら
な
い
、
と
考
え
た
か
ら
と

思
い
ま
す
。
建
設
国
債
も
赤
字
国
債
も
財
政
赤
字
を
補
填

す
る
も
の
で
す
か
ら
、
両
方
と
も
赤
字
国
債
に
は
違
い
あ

り
ま
せ
ん
。
で
す
が
、
建
設
国
債
と
異
な
り
赤
字
国
債
は

見
合
い
資
産
が
な
く
、
子
孫
に
負
担
だ
け
を
残
し
世
代
間

の
不
公
平
を
拡
大
し
ま
す
。
世
代
間
の
不
公
平
が
拡
大
す

る
と
、
年
寄
り
と
若
者
の
仲
が
悪
く
な
り
ま
す
。
連
帯
感

が
希
薄
に
な
っ
て
き
ま
す
。
可
能
な
限
り
国
債
発
行
を
抑

制
し
て
財
政
規
律
を
守
る
、
世
代
間
の
不
公
平
が
拡
大
し

な
い
よ
う
に
財
政
を
運
営
す
る
、
こ
う
し
た
考
え
が
根
底
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に
あ
っ
て
、
日
本
固
有
の
様
々
の
国
債
発
行
制
限
規
定
が

設
け
ら
れ
た
の
だ
と
思
い
ま
す
。
赤
字
国
債
と
建
設
国
債

を
区
別
す
る
の
は
、
日
本
以
外
に
、
確
か
ド
イ
ツ
だ
け

だ
っ
た
と
思
い
ま
す
。
記
憶
違
い
が
あ
れ
ば
お
許
し
く
だ

さ
い
。

次
に
赤
字
国
債
は
現
金
償
還
の
本
則
に
戻
す
べ
き
か
と

い
う
御
質
問
で
す
が
、
本
来
は
戻
す
べ
き
で
す
。
け
れ
ど

も
、
今
戻
す
こ
と
は
現
実
的
に
不
可
能
に
近
い
の
で
は
な

い
で
し
ょ
う
か
。
現
金
償
還
の
本
則
に
戻
る
時
期
を
逸
し

て
し
ま
っ
た
。
今
日
の
財
政
状
況
で
現
金
償
還
を
行
え
ば

財
政
資
金
が
枯
渇
し
て
し
ま
い
ま
す
。
や
ら
な
く
て
は
い

け
な
い
の
に
、
や
れ
な
い
、
そ
れ
が
現
状
で
は
な
い
か
と

思
い
ま
す
。

若
林
常
務
理
事

よ
ろ
し
ゅ
う
ご
ざ
い
ま
す
か
。
ほ
か
に

御
質
問
な
り
御
意
見
等
ご
ざ
い
ま
せ
ん
で
し
ょ
う
か
。
ど

う
ぞ
。

質
問
者

今
の
点
な
の
で
す
け
れ
ど
も
、
私
の
知
っ
て
い

る
と
こ
ろ
で
は
、
ア
メ
リ
カ
の
国
債
発
行
は
全
く
資
金
繰

り
な
ん
で
す
ね
。
赤
字
国
債
と
か
建
設
国
債
の
区
別
は
何

も
な
く
て
、
た
だ
財
政
の
尻
の
赤
字
の
分
を
資
金
調
達
し

て
い
る
と
い
う
だ
け
な
ん
で
す
。
で
す
か
ら
、
極
端
に
い

う
と
、
一
〇
〇
％
借
換
え
を
し
て
も
い
い
わ
け
で
す
。
で

す
か
ら
、
お
っ
し
ゃ
ら
れ
る
よ
う
に
、
日
本
の
制
度
は
非

常
に
リ
ジ
ッ
ド
に
で
き
ち
ゃ
っ
て
い
る
ん
で
す
ね
。
一

時
、
ア
メ
リ
カ
流
に
し
よ
う
と
い
う
話
が
昔
あ
り
ま
し

た
。
つ
ま
り
、
も
う
全
部
資
金
繰
り
に
し
て
し
ま
え
と
。

国
債
整
理
基
金
な
ん
て
も
の
は
も
う
や
め
ち
ゃ
お
う
。
何

も
国
債
を
発
行
し
て
ま
で
減
債
資
金
を
積
む
必
要
は
な
い

じ
ゃ
な
い
か
と
い
う
議
論
な
ん
で
す
。
ア
メ
リ
カ
は
そ
ん

な
こ
と
を
し
て
い
な
い
わ
け
で
す
よ
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
は

ち
ょ
っ
と
、
全
部
調
べ
て
い
ま
せ
ん
か
ら
わ
か
り
ま
せ
ん

け
れ
ど
も
。

そ
う
い
う
機
能
的
な
考
え
方
か
ら
言
う
と
、
赤
字
国
債

と
建
設
国
債
を
分
け
て
考
え
る
と
い
う
の
は
余
り
意
味
が
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な
い
と
。
た
だ
、
お
っ
し
ゃ
ら
れ
る
よ
う
に
、
建
設
国
債

の
場
合
に
は
、
六
〇
年
が
い
い
か
ど
う
か
は
別
に
し
て
、

後
の
年
代
に
も
一
応
受
益
が
あ
る
わ
け
で
す
か
ら
、
そ
れ

な
り
の
効
果
は
あ
る
。
し
か
し
、
赤
字
国
債
の
場
合
に

は
、
使
っ
ち
ゃ
っ
て
何
も
な
い
ん
だ
か
ら
、
こ
れ
は
文
字

ど
お
り
負
担
を
転
嫁
す
る
だ
け
だ
と
い
う
こ
と
は
確
か
だ

と
思
う
ん
で
す
。
た
だ
、
財
政
制
度
そ
の
も
の
と
し
て

は
、
日
本
の
制
度
は
非
常
に
異
常
な
制
度
な
ん
で
す
ね
。

今
、
国
債
費
だ
っ
て
二
〇
兆
と
か
言
っ
て
い
ま
す
け
れ
ど

も
、
利
払
い
費
が
一
〇
兆
円
ぐ
ら
い
で
、
債
務
償
還
費
が

一
〇
兆
円
入
れ
て
い
る
わ
け
で
す
。
そ
れ
は
六
〇
年
償
還

の
定
率
分
を
入
れ
て
い
る
わ
け
で
す
。
一
〇
兆
円
の
国
債

を
発
行
し
て
一
〇
兆
円
積
ん
で
い
る
と
い
う
感
じ
で
す

ね
。
確
か
に
建
設
国
債
、
赤
字
国
債
と
分
け
て
い
る
ほ
う

が
歯
止
め
が
き
き
や
す
い
は
ず
な
ん
で
す
け
れ
ど
も
、
も

う
今
や
き
か
な
く
な
っ
て
し
ま
っ
て
い
る
と
い
う
こ
と
に

な
る
と
、
も
う
少
し
効
率
化
す
る
と
い
う
か
、
は
っ
き
り

さ
せ
る
こ
と
も
必
要
か
な
と
。
つ
ま
り
、
極
端
に
言
う
と

一
〇
〇
％
借
換
え
。
た
だ
、
借
換
え
と
い
っ
て
も
、
も
ち

ろ
ん
そ
れ
は
そ
の
都
度
発
行
し
て
や
る
わ
け
で
す
か
ら
、

借
換
債
の
発
行
が
ふ
え
て
新
発
債
の
発
行
が
減
る
だ
け
で

す
か
ら
、
余
り
全
体
と
し
て
は
意
味
は
な
い
の
で
す
け
れ

ど
も
、
そ
の
辺
を
ど
う
考
え
る
の
か
な
と
。
ア
メ
リ
カ

も
、
さ
す
が
に
相
当
な
国
債
残
高
に
な
っ
て
い
ま
す
か

ら
、
こ
れ
は
ま
ず
い
、
や
は
り
後
生
に
負
担
を
か
け
る
と

い
う
議
論
が
か
な
り
強
く
な
っ
て
お
り
ま
す
。
建
設
国
債

と
赤
字
国
債
の
垣
根
を
取
っ
払
う
と
い
う
こ
と
と
、
後
生

へ
の
負
担
を
ど
う
考
え
る
か
は
一
応
別
の
考
え
方
で
、
ア

メ
リ
カ
な
ど
は
そ
う
い
う
考
え
方
で
す
ね
。

で
す
か
ら
、
な
か
な
か
議
論
が
難
し
い
の
で
す
け
れ
ど

も
、
や
は
り
、
お
っ
し
ゃ
ら
れ
る
よ
う
に
、
最
後
は
政
治

の
リ
ー
ダ
ー
の
認
識
の
問
題
に
帰
結
し
て
し
ま
う
の
で
は

な
い
か
と
。
今
や
公
共
事
業
を
抑
え
て
い
ま
す
か
ら
建
設

国
債
は
随
分
減
っ
て
い
ま
す
。
で
す
か
ら
、
赤
字
国
債
と
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建
設
国
債
を
峻
別
し
て
考
え
る
こ
と
が
本
当
に
い
い
の
か

ど
う
か
。
む
し
ろ
発
行
制
度
と
し
て
は
、
も
う
ア
メ
リ
カ

み
た
い
な
資
金
繰
り
と
し
て
割
り
切
っ
て
し
ま
う
。
そ
の

か
わ
り
、
税
収
が
ふ
え
た
ら
繰
り
上
げ
償
還
す
る
と
か
買

入
償
還
を
す
る
と
い
う
よ
う
な
機
動
的
な
制
度
の
ほ
う
が

い
い
ん
じ
ゃ
な
い
か
な
と
私
個
人
と
し
て
は
思
っ
て
い
ま

す
。
今
の
と
こ
ろ
財
務
省
も
、
そ
こ
ま
で
踏
み
切
る
と
、

も
っ
と
た
が
が
外
れ
ち
ゃ
う
ん
じ
ゃ
な
い
か
と
い
う
心
配

を
し
て
い
ま
す
か
ら
、
な
か
な
か
乗
っ
て
く
れ
そ
う
も
な

い
で
す
け
れ
ど
も
。

ち
ょ
っ
と
変
な
話
で
す
が
、
私
の
感
想
を
言
い
ま
し

た
。

中
島

大
変
、
示
唆
に
富
む
コ
メ
ン
ト
を
い
た
だ
き
、
ど

う
も
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

若
林
常
務
理
事

ど
う
も
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

ほ
か
に
御
質
問
等
ご
ざ
い
ま
せ
ん
で
し
ょ
う
か
。

そ
れ
で
は
、
時
間
も
参
り
ま
し
た
の
で
、
今
月
の
﹁
証

券
セ
ミ
ナ
ー
﹂
は
こ
れ
で
閉
会
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い

と
思
い
ま
す
。

中
島
先
生
、
ど
う
も
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

︵
拍
手
︶

︵
な
か
じ
ま

ま
さ
た
か
・
甲

南

大

学

名

誉

教

授

当

研

究

所

特

別

嘱

託

研

究

員
︶

︵
こ
の
講
演
は
、
平
成
二
三
年
三
月
四
日
に
開
催
さ
れ
ま
し
た
。︶
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中 島 将 隆 氏

略 歴

学歴、職歴など

昭和39年３月 大阪市立大学経済学部卒業

昭和46年３月 大阪市立大学大学院経営学研究科修士課程修了

昭和46年４月 （財）日本証券経済研究所大阪研究所 研究員

昭和49年３月 大阪市立大学大学院経営学研究科博士課程修了

昭和53年11月 第21回日経・経済図書文化賞を受賞

『日本の国債管理政策』東洋経済新報社

昭和57年12月 神戸大学経済学博士

昭和58年３月 (財)日本証券経済研究所大阪研究所退職

昭和58年４月 神戸学院大学経済学部教授

昭和62年３月 同退職

昭和62年４月 甲南大学経済学部教授

平成19年３月 同退職

平成19年８月 (財)日本証券経済研究所 特別嘱託研究員

平成22年４月 大阪市立大学非常勤講師

論文など

・「変貌する日本の国債保有構造｣『証券経済研究』平成21年３月

・共編著『調査に基づく研究50年─(財)日本証券経済研究所大阪研究所の軌跡

─』平成21年４月

・「矛盾するレポ差額非課税の論理」『証研レポート』平成21年８月

・「日本におけるレポ訴訟─住友信託銀行のレポ訴訟について─」『桃山学院大学

経済経営論集』平成22年２月

・「リーマンショックとレポ市場の整備」『証研レポート』平成22年４月

・「ギリシャの財政危機から何を学ぶか」『証研レポート』平成22年８月

・「なぜ日本の政府債務は世界最悪になったか」『証研レポート』平成22年12月

・共編著『戦後公社債市場の歴史を語る』（公社債市場研究会編） 公益財団法人

日本証券経済研究所 平成23年１月
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レジュメ

日本の国債は本当に大丈夫か

はじめに─日本国債に対する不安

・Ｇ20トロントサミット宣言 2010年６月

・CDS市場における日本国債の保証料の上昇 2011年１月

・日本国債格付け引下げ Ｓ＆Ｐ：2011年１月、ムーディーズ：２月

Ⅰ．政府債務の推移と特徴

１．赤字国債発行再開と特徴

図表１ 新規国債発行額等の推移

・平成２年度 赤字国債依存体制の脱却

平成２年度 湾岸戦争負担金の臨時特別公債（９月）

平成３〜５年度 赤字国債発行ゼロ

・平成６年〜８年度 減税特別国債発行

・平成10年度以降 赤字国債の無制限発行体制へ移行

・昭和50年代との比較：新規国債発行額 赤字国債比率 国債依存度

２．国債残高の激増

図表２ 国債発行残高等の推移

・発行額（新規財源債＋借換債＋財投債）

・国債発行残高対GDP

・国債費、一般会計に占める国債費の特徴

３．政府債務の国際比較

図表３ 政府債務の国際比較

・財政収支の国際比較

・政府債務残高の国際比較

・純債務残高の国際比較

・IMF「世界財政調査」の財政見通し

・PIIGS 諸国との比較
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Ⅱ．国債増発を招いた財政構造の分析

１．財政膨張の特徴

図表４ 財政構造の特徴

・一般会計歳出総額の膨張

・税収の減少

・赤字国債の急膨張

２．なぜ財政支出が膨張するか

図表５ 一般会計歳出予算の主要経費推移

⑴なぜ社会保障関係費が増加するか

図表６ 急増する社会保障給付費と財源

・平成22年度 一般歳出の51％ 自然増→毎年１兆円強の規模

・少子化→社会保険料収入の減少と停滞

・高齢化→社会保障給付金の増大＝介護・福祉、医療、年金

⑵公共事業関係費

図表７ 公共事業費の推移

・近年の減少

・国際水準からすればなお高い

⑶政権交代とマニュフェストの破綻

・2009年マニフェスト

子供手当て 農家所得補償 高校実質無償化 高速道路無料化等

予算組替え、埋蔵金等による16.8兆円の財源調達

・財源調達の破綻と赤字国債の増発

・財政膨張の新たな段階

平成21年度、22年度の膨張

３．なぜ税収入は減少を続けているか

⑴低経済成長と景気後退による税収不足

⑵累進税率のフラット化

・所得税の累進課税率の引下げ

所得税の引下 図表８ 所得税の税率構造の推移

・資産課税率の引下げ

相続税の引下 図表９ 最近における相続税の主な改正
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贈与税の引下 図表10 贈与税の課税状況の推移

⑶特別減税と恒久的減税

図表11 平成６年以降の特別減税と恒久減税（1994年以降の主な税制

改革の動き）

・特別減税：平成６年 平成７年 平成10年

・恒久減税：平成10年

⑷消費税の導入と問題点

・平成元年 消費税導入 平成９年 消費税率引上げ ３％→５％

・日本の消費税の問題点

減税と消費税導入のワンセット

図表12 税制改革要綱による増減収額試算

先進国最低の消費税率 後継図表14

タブー視された消費税率引上げ

４．財政膨張と減税政策が招いた国債残高の累増

・財務省の「国債残高の増加要因」分析

図表13 公債残高の増加要因

増加額＝平成22年度国債残高−平成２年度国債残高＝

637兆円−166兆円＝471兆円

純増額＝増加額−平成２年度収支差分−その他要因＝

471兆円−57兆円−53兆円＝361兆円

純増額内訳＝歳出の増加要因＋税収減＝

192兆円＋169兆円＝361兆円

歳出の増加要因＝公共事業費＋社会保障費＝

約62兆円＋約148兆円＝192兆円

税収減＝景気低迷＋特別減税と恒久減税＋

累進税率のフラット化＝211兆円

・財政支出の拡大→減税政策による税収減→国債発行→政府債務の累増

・財政規律の喪失→政府債務の累増
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Ⅲ．財政規律の喪失と国債発行

１．赤字国債借換ルールの変更

・赤字国債現金償還の原則（51年度以降の特例公債法に明記）

赤字国債の借換発行は禁止 建設国債のみ60年償還（借換発行）

・「赤字国債依存体制脱却までの間」、臨時措置として借換発行を承認

財政制度審議会「国債の償還等に関する諸問題についての中間報告」

（59年12月21日）

赤字国債依存体質「65年度脱却」目標

「65年度目標」達成のため、現金償還方式を改め、借換債発行方式

に変更

臨時的措置としての赤字国債借換発行

・「65年度目標」の実現（平成２年度）と赤字国債借換発行の継続

「65年度目標」実質的に実現 （平成２年度）

財政制度審議会「平成２年度特例公債依存体質脱却後の中期的財

政運営の在り方についての報告」（２年３月１日）

報告内容： 特例国債の償還は、当面、現金償還の本則に戻すこと

は現実的でない

赤字国債の借換発行継続

「65年度目標」の実現

平成３〜５年度 赤字国債発行ゼロ

赤字国債借換発行の継続

以後、今日まで継続

２．減税特例国債発行と赤字国債発行の再開

・減税特例国債

平成６年度 減税特例国債として赤字国債発行再開

所得税の減税の先行などによる租税収入の減少を補うための赤字国

債

平成６〜８年度発行

転倒した国債発行の論理

・赤字国債発行の増発体制
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減税特例国債停止と赤字国債発行

平成10年度から赤字国債本格的発行

赤字国債が国債発行の圧倒的比率を占める

３．財政構造改革に関する特別措置法の成立と停止

・「財政構造改革の推進に関する特別措置法」（平成９年11月成立）

「財政構造改革の推進について」（平成９年６月３日閣議決定）

・「財政構造改革の推進に関する特別措置法停止法」（平成10年12月成立）

「財政構造改革法の弾力化等について」（平成10年４月）

・小渕内閣（平成10年７月〜12年４月）の国債大増発と減税政策

平成10年度 国債発行額 当初15.5兆円（依存度20％）実績34兆円

（同40％）

特別減税 ４兆円

平成11年度 国債発行額 当初31兆円（依存度38.4％）実績37.5兆

円（同42.1％）

恒久的減税 6.6兆円

４．なぜ減税と国債増発か：小渕内閣

・なぜ国債が大増発されたか

連立政権 政権不安定

公明党等 財政支出拡大要求

・バブル崩壊の対応策

大型公共予算の編成

無条件の予算要求容認 一律公共事業35％要求拡大を求める

大蔵次官の回顧（NHK スペシャル） 日本経済の安定にとって必要

であったか疑問

・与謝野氏のコメント

資料：与謝野 馨「失われた時代の私の見方」日経2009年９月12日

減税「選挙の人気取り」 与党も野党も賛成

５．なぜ危機意識が希薄か

・昭和50年代と平成時代との比較

昭和50年代 国債増発に対する危機感
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国債依存度：30％攻防戦（理論的根拠はないが現実的根拠あり）

国債発行額：当初予算額＞発行実績 国債減額の努力

平成６年度以降

国債依存度：30％オーバー 攻防戦なし 平成21年度国債依存

度52％

国債発行額：当初予算額＜発行実績

補正段階における国債増発

・長期金利の持続的低下と国債費の利払費の縮小

新規債：低利国債発行

借換債：高利国債から低利国債への借換

・危機意識の欠如

Ⅳ．なぜ日本国債相場は安定しているか

１．「担税能力に対する市場の信頼」が最大の理由

・国債は租税で担保

・消費税の引き上げ余地

図表14 諸外国の付加価値税率の推移

世界最低水準の消費税率

・累進税率フラット化の是正

・国民負担率引上げ余地

図表15 国民負担率の国際比較

低い国民の負担率（対GDP比率にしめる税と社会保障負担の割合）

２．国内中心の国債保有構造と純個人金融資産

・国債保有構造の特徴

・経常収支黒 外国資金導入の必要なし ギリシャ国債との相違

・純個人金融資産

国内資金による国債消化

３．日銀の金融政策と国債相場の維持

・低金利政策 国債相場の安定

・量的金融緩和 国債買いオペ条件の緩和とオペ額の増額

・量的緩和政策から「包括緩和政策」へ ５兆円の基金創設
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４．国債市場のインフラ整備

・リーマンショックと日本の国債市場

・国債決済制度の整備、RTGS、国債清算機構

・レポ市場の整備

Ⅴ．日本の国債は本当に大丈夫か

１．根本問題：「財政膨張と減税政策が招いた政府債務の累増」の認識

どの程度、認識しているか

２．国民のコンセンサス

・消費税引上げの世論調査

・財政危機感の共有

３．日本のリーダーの認識不足

・政権与党の財政政策

マニフェスト

・政治リスク

４．アタリ政策委員会「第二次報告書」から学ぶこと

・第一次報告書（2008年１月）

「フランスを変革するための300の提案」

・第二次報告書（2010年10月） サルコジ大統領の依頼による優先的課題

の明確化

「今後10年の展望・経済成長を引き出し、次世代に希望のもてる未来を

与えるための戦略」
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